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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１．当社は会社分割により平成14年10月30日に設立されたため、第1期は平成14年10月30日から平成14年12月31日の2ヶ月2日

の決算となっております。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．自己株式は資本に対する控除項目としており、また1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益金額又は１株当たり当

期純損失金額の各数値は、発行済株式総数から自己株式数を控除して計算しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第1期は1株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため、第2期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．第1期の自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

６．第1期及び第2期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありましたので記載しておりません。 

７．平成16年7月31日付をもって、株式1株を2株に分割しております。 

回次 第1期 第2期 第3期 第4期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高 （千円） 56,421 424,662 874,188 2,075,334 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △26,108 103,486 358,086 597,004 

当期純利益又は当期純損失（△） （千円） △28,540 70,014 207,526 298,439 

純資産額 （千円） 287,061 286,449 993,474 8,158,676 

総資産額 （千円） 334,994 375,055 1,280,382 9,267,636 

１株当たり純資産額 （円） 30,376.85 37,478.70 57,472.79 390,367.27 

１株当たり当期純利益金額又は１株
当たり当期純損失金額（△） 

（円） △3,020.21 9,518.05 13,494.14 16,450.21 

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額 

（円） － － 12,120.45 14,403.70 

自己資本比率 （％） 85.7 76.4 77.6 88.0 

自己資本利益率 （％） － 24.4 32.4 6.5 

株価収益率 （倍） － － 64.40 117.93 

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 7,246 72,617 230,376 374,925 

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △4,580 △9,079 △ 13,577 △2,511,266 

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） － △75,894 499,123 7,042,710 

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 212,350 199,994 915,917 5,822,287 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
26

（ 9）
28

（ 10）
38

（ 21）
74 
（33） 



(2)提出会社の経営指標等 

（注）１．当社は会社分割により平成14年10月30日に設立されたため、第1期は平成14年10月30日から平成14年12月31日の2ヶ月2日

の決算となっております。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．自己株式は資本に対する控除項目としており、また1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益金額又は１株当たり当

期純損失金額の各数値は、発行済株式総数から自己株式数を控除して計算しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第1期は1株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため、第2期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、第4期は潜在株式は存在するものの1株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。 

５．第1期及び第4期の自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

６．第1期及び第2期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありましたため、第4期は当期純損失を計上して

いるため記載しておりません。 

７．第４期の配当性向については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

８．平成16年7月31日付をもって、株式1株を2株に分割しております。 

  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高 （千円） 47,647 357,962 609,935 715,582 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △10,435 90,171 216,803 164,896 

当期純利益又は当期純損失（△） （千円） △12,845 54,420 130,962 △85,329 

資本金 （千円） 10,000 10,000 218,250 218,250 

発行済株式総数 （株） 9,450 9,450 20,900 20,900 

純資産額 （千円） 302,756 286,550 917,031 7,783,512 

総資産額 （千円） 329,589 365,144 1,076,471 8,121,509 

１株当たり純資産額 （円） 32,037.74 37,491.93 53,050.52 372,416.84 

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間配当額） 

（円） 
－

（  －）
－

（  －）
1,000

（  －）
1,000 

（  －） 

１株当たり当期純利益金額又は１株
当たり当期純損失金額（△） 

（円） △1,359.32 7,398.11 8,515.70 △4,703.42 

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額 

（円） － － 7,648.81 － 

自己資本比率 （％） 91.9 78.5 85.2 95.8 

自己資本利益率 （％） － 18.5 21.8 － 

株価収益率 （倍） － － 102.05 － 

配当性向 （％） － － 13.2 － 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
24

（  9）
26

（  9）
35

（  16）
43 

（  19） 



２【沿革】 

当社の前身は、現在の代表取締役会長である長嶋貴之と代表取締役社長である小林祐介が、平成10年５月千葉県流山市に、イン

ターネットなどコンピューターネットワークを利用した各種情報提供サービス業務及びコンピューターネットワークによる商取引及

びそのシステム構築業務を主目的とした「有限会社コミュニケーションオンライン」を創業したことに始まります。平成11年７月に

は株式会社への組織変更を行うとともに商号を「株式会社コミュニケーションオンライン」とし、インターネット上でのコミュニ

ティ事業（※）をベースに、その技術及び運営ノウハウを活かしたシステムソリューション事業やモバイル事業など、幅広く事業展

開してまいりました。 

当社は、商法の規定に基づく新設分割（以下「会社分割」という。）の方法により、平成14年9月25日に開催された株式会社コミュ

ニケーションオンラインの臨時株主総会において承認された会社分割計画書に基づき、株式会社コミュニケーションオンラインのコ

ミュニティ事業以外の全事業（モバイルコンテンツ＆ソリューション事業、システムソリューション事業、メディア事業）を承継す

る会社として設立された新設会社であります。 

株式会社コミュニケーションオンラインの役職員の多くは、新設会社である当社に承継され、コミュニティ事業のみを承継した株

式会社コミュニケーションオンラインは株式交換により楽天株式会社の100％子会社となり、実質的にはコミュニティ事業を株式交換

によって事業売却した形となっております。 

（※） 個人向けに無料でホームページ環境を提供する事業 

  

このため、設立前と設立以後に分けて記載し、設立前については有限会社コミュニケーションオンライン及び株式会社コミュニ

ケーションオンラインにおける当社の事業に関係する事項のみを参考情報として記載しております。 

  

（1）  当社設立前＜参考情報＞ 

  

年月 事項

平成10年５月 千葉県流山市に、インターネットなどコンピューターネットワークを利用した各種情報提供サー

ビス業務及びコンピューターネットワークによる商取引及びそのシステム構築業務を主目的とし

て、有限会社コミュニケーションオンラインを出資金3,000千円にて設立 

平成11年７月 株式会社に組織変更し、株式会社コミュニケーションオンラインに商号変更(資本金10,000千円)

平成11年７月 第三者割当増資により資本金を25,000千円に変更 

平成11年９月 インターネットコム社（現ジュピターメディア社、アメリカ）との合弁契約に基づき、インター

ネットコム株式会社を設立（資本金20,000千円） 

平成11年10月 資本準備金の組み入れにより資本金を40,000千円に変更 

平成11年11月 東京都港区に本社を移転 

平成11年12月 第三者割当増資により資本金を490,000千円に変更 

平成13年５月 ガガメルドットコム社（韓国）との合弁契約に基づき、ゲームサイト「gamepot.co.jp」を運営

する株式会社ゲームポットを設立（資本金20,000千円） 

平成14年６月 株式会社ＮＴＴドコモの携帯電話端末向けｉアプリ「東映ｉゲームズ」の開発及び運営を受託

（モバイルコンテンツ事業への進出） 

平成14年７月 株式会社ゲームポットより、ケイディーディーアイ株式会社（現ＫＤＤＩ株式会社）の携帯電話

端末向けアプリケーション（EZweb）のゲームコンテンツ「わくわくゴルフ」の配信を開始 



（2）  当社設立以後 

年月 事項

平成14年10月 株式会社コミュニケーションオンラインの会社分割により、東京都港区に資本金10,000千円で株

式会社アエリアを設立 

平成14年10月 インターネットコム株式会社、株式会社ゲームポットを子会社として承継 

平成15年３月 株式会社ゲームポットを100％子会社化（韓国ガガメルドットコム社49％出資分の買取による） 

平成15年５月 株式会社ゲームポットより、ＫＤＤＩ株式会社の第3世代携帯電話端末の新プラットフォーム

BREW®向けゲームコンテンツ「超攻撃サッカー」の配信を開始 

平成16年11月 株式会社ゲームポットより、オンラインゴルフゲーム「スカッとゴルフ パンヤ」の正式サービ

スを開始 

平成16年12月 大阪証券取引所ヘラクレスに株式を上場 

平成17年２月 サイバー・ゼロ株式会社と資本及び業務提携 

平成17年７月 株式会社エム・ヴィ・ピーの株式70％を取得し、子会社化 

平成17年７月 アセット・マネジャーズ株式会社及びアセット・インベスターズ株式会社(アセット・グループ)

と資本及び業務提携 

平成17年８月 豊商事株式会社と業務提携 

平成17年11月 株式会社エアネットの株式100％を取得し、完全子会社化 

平成17年11月 「スカッとゴルフ パンヤ」累計登録会員数100万人突破 

平成17年12月 投資事業を主に行う株式会社アエリアファイナンスを設立（出資比率100％） 

平成17年12月 株式会社ゲームポットが札幌アンビシャス市場に株式を上場 

平成17年12月 ジュピターメディア社との合弁契約に基づき、ジュピターイメージ株式会社を設立（出資比率

30％） 

平成17年12月 株式会社ゲームポットより、政治経済MMORPG『君主』オープンβサービスを開始 



３【事業の内容】 

当社グループは、当社、連結子会社5社（株式会社ゲームポット、インターネットコム株式会社、株式会社エム・ヴィ・ピー、

株式会社エアネット、株式会社アエリアファイナンス）及び関連会社2社（サイバー・ゼロ株式会社、ジュピターイメージ株式会

社）から構成されています。 

当社グループの事業は大きく①モバイルコンテンツ＆ソリューション事業、②システムソリューション事業、③メディア事

業、④オンラインゲーム事業の４つのセグメントに分類されます。 

  

 



① モバイルコンテンツ＆ソリューション事業 

第3世代携帯電話端末向けに特化した、3Ｄコンテンツ、ゲーム、プロモーションサイト、ＧＰＳ対応等、モバイルに関する

サービスの企画、開発、運営を行う事業であります。顧客及び収入形態で分けると以下のとおりです。 

（ⅰ）コンテンツソリューション 

各キャリア（※1）に対応したコンテンツの企画、開発運営を行っており、特にＫＤＤＩ(株)のBREW®向けコンテンツを
中心とした、リッチコンテンツ開発に特化しております。 

  

（※1）(株)ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ(株)、ボーダフォン(株)などの移動体通信事業者。 

  

（ⅱ）ビジネスソリューション 

法人クライアント向けに携帯電話端末を用いたシステム開発、サーバー構築、運用などのサービスソリューションを提

供しております。各種業務系システムの構築、リプレイスを手掛け、業務効率の向上・サービス品質の向上・新業務形態

の構築などのソリューションを提供しております。 

  

（ⅲ）プロモーションソリューション 

法人クライアント向けに携帯端末を使ってのプロモーションサイトの企画、開発、運営を行っております。 

  

② システムソリューション事業 

法人クライアント向けにウェブベースでのシステムの企画から設計、開発、運営までの一貫したサービスを提供しておりま

す。当該事業には会社分割による当社設立以前から、大規模なウェブシステムの運用実績（約30万会員、月間2億PV（ページ

ビュー）の『COOL ONLINE』サイト開発及び運営等）のノウハウが多く蓄積されており、信頼のある運用と迅速対応かつ顧客満

足の高いサービスを展開しております。 

単なるサイトページ制作とは異なり、クライアント側のビジネス視点に立っての総合的なコンサルテーションを行っており

ます。業務フローやデータベースが絡む複雑な業務系ウェブシステムや、時系列の変化及び進化を視野に入れたスケーラブル

なシステム設計、開発などを得意なサービスとしております。そのため、一時的な受託開発にとどまらず、継続的な運用を受

託するケースが主となっております。 

  

③ メディア事業 

インターネットコム株式会社が運営するＩＴ専門ニュースサイト「japan.internet.com」や当社が保有するモバイルコミュ

ニティ等での広告事業を行っておりまず。 

  

④ オンラインゲーム事業 

株式会社ゲームポットよりPCユーザー向けのオンラインゲームのサービスを展開しております。平成16年11月にサービスを

開始したオンラインゴルフゲーム「スカッとゴルフパンヤ」は、平成17年11月に会員数100万人を突破いたしました。また、平

成17年12月には、MMORPG「君主」のオープンβサービスを開始いたしました。 

これらのオンラインゲームは複数人でコミュニケーションをしながら楽しむことのできるゲームで、ゲーム自体は無料で提

供し、ゲーム内のアイテムなどをユーザーに購入していただくことで収入を得るビジネスモデルであります。 

  



４【関係会社の状況】 

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．特定子会社に該当しております。 

３．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

４．株式会社ゲームポットについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超

えておりますが、当該連結子会社は、有価証券報告書の提出会社であるため、主要な損益情報の記載を省略しておりま

す。 

  

  

名称 住所 
資本金 
(千円) 

主要な事業の内容
議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

（連結子会社）      

㈱ゲームポット 
（注）２，４ 

東京都港
区 

100,410 
モバイルコンテンツ＆
ソリューション事業 
オンラインゲーム事業 

72.91

当社モバイルコンテンツの
開発及び運用を受託してい
る。 
役員の兼任あり。 

㈱アエリアファイ
ナンス 

東京都港
区 

10,000 ファイナンス事業 100.00
当社出資により設立した投
資事業を主に行う子会社。 
役員の兼任あり。 

㈱エム・ヴィ・ピ
ー 
（注）２ 

大阪府大
阪市 

45,000 
モバイルコンテンツ＆
ソリューション事業 

70.00
当社がモバイルコンテンツ
の開発及び運用を一部委託
している。 

㈱エアネット 
（注）２ 

東京都 
品川区 

51,000 
システムソリューション事
業 

100.00
当社がインターネット接続
事業、データセンター事業
を委託している。 

インターネットコ
ム㈱ 
（注）３ 

東京都港
区 

20,000 メディア事業 49.75
当社が広告代理業務を受託
している。 
役員の兼任あり。 

（持分法適用 
関連会社） 

     

サイバー・ゼロ㈱ 
東京都 
中央区 

35,000 
システムソリューション事
業 

44.86
当社がWEB制作を一部委託
している。 

ジュピターイメー
ジ㈱ 

東京都 
港区 

35,000 メディア事業 30.00
当社がデジタルコンテンツ
販売を委託している。 
役員の兼任あり。 



５【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含みます。）は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載

しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであ

ります。 

３．従業員数が前期末に比し、36名増加しましたのは、主に連結子会社の増加によるものであります。 

  

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含みます。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載し

ております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が前期末に比し、8名増加しましたのは、事業拡大に伴う開発要員等の増加によるものであります。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

  

  平成17年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

モバイルコンテンツ＆ソリューション事業 20（ 7） 

システムソリューション事業 28（13） 

メディア事業 7（ 3） 

オンラインゲーム事業 14（ 9） 

全社（共通） 5（ 1） 

合計 74（33） 

  平成17年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

43（19） 30.4 2年 2ヶ月 3,850,000 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の上昇などのマイナス要因があったものの、企業収益の改善が家計に波及

し、国内民間需要に支えられた景気回復が続いている状態であります。当社グループが事業展開している国内のモバイル市場に

おきましては、第3世代携帯電話の普及が本格化し、さらにはナンバーポータビリティの導入や新規キャリアの参入等が控えるな

ど、業界は日々急速な変化を続けており、ニーズも多様化してきております。 

また、インターネット市場におきましては、ブロードバンドの普及が急速に進んでおります。財団法人インターネット協会

「インターネット白書2005」によれば、平成17年末のインターネット利用者人口は約7,300万人という見通しであり、平成17年の

インターネット世帯普及率は82.8％（前年同期比4.7ポイント増）、うちブロードバンド世帯普及率は36.2％（前年同期比11.1ポ

イント増）となっており、インターネットの普及の勢いは収束しつつありますが、ブロードバンドの普及は大きな伸びを示しま

した。 

オンラインゲーム市場においても、このようなブロードバンドの普及に伴い、拡大が続いている状態であります。オンライン

ゲームフォーラム「オンラインゲーム市場統計調査報告書」によると、平成16年のオンラインゲーム市場規模は578億円であり、

平成17年には938億円、平成18年には1,297億円に達すると予想されています。 

このような環境のもと、当社グループの当連結会計年度の業績につきましては、売上高2,075,334千円（前年同期874,188千

円、137.4％増加）、営業利益597,645千円（前年同期383,191千円、56.0％増加）、経常利益597,004千円（前年同期358,086千

円、66.7％増加）となりました。 

売上高増加の主な要因といたしましては、オンラインゲームの「スカッとゴルフ パンヤ」の登録者数が大きく増加し、当社

グループを強く牽引したこと、システム開発及び運用案件についても安定的に実績を積み上げたことなどがあげられます。 

利益面に関しましては、当社の連結子会社である株式会社ゲームポットの上場に関する費用、株式割当に伴う費用及び税務上

のみなし譲渡益に対する税金などが発生したものの、既存事業での効率化とオンラインゲームの登録者数増加により、増益とな

りました。 

当期純利益に関しましては、298,439千円（前年同期207,526千円、43.8%増加）となりました。 

  

 事業別の営業概況は次のとおりであります。 

 なお、当期末よりネットワークゲーム事業はオンラインゲーム事業に名称を変更しております。それに伴い、事業区分を整理

し、システムソリューション事業の一部をオンラインゲーム事業に変更しております。また、以下に掲げる事業別の営業概況に

おける前年同期との比較につきましては、前年分を変更後の処理及び区分により算出、表記しております。 

  

 モバイルコンテンツ＆ソリューション事業につきましては、売上高は458,873千円（前年同期337,431千円、36.0%増加）となり

ました。これまで中心であったダウンロード型課金から月額課金へ課金方法を移行し、収益モデルの安定化を図りました。さら

に、モバイル向けコンテンツを持つ株式会社エム・ヴィ・ピーを子会社化し、コンテンツの充実を図りました。 

 システムソリューション事業につきましては、売上高は450,769千円（前年同期307,823千円、46.4%増加）となっております。

既存顧客からのシステム改修や新規顧客からの開発案件を受託し、運用収入も安定的に売り上げ、堅調に推移しました。 

 メディア事業につきましては、売上高は68,809千円（前年同期69,399千円、0.9%減少）となっております。インターネットコ

ム株式会社が運営するニュースサイト「japan.internet.com」の広告代理事業を中心に展開してまいりました。 

オンラインゲーム事業につきましては、売上高は1,123,331千円（前年同期159,534千円、604.1%増加）となっております。

「アイテム課金」モデルを採用したことで、売上高と会員数の双方を増大させることができました。主力タイトルである「ス

カッとゴルフ パンヤ」は、平成17年11月には会員数100万人を突破しました。また、平成17年12月には新規タイトル「君主」の

オープンβサービスを開始するなど、積極的なコンテンツ獲得も行っております。 



（2）キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ4,906,370千円増加し、当連

結会計年度末の資金残高は5,822,287千円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度において営業活動による資金の増加は374,925千円となりました。これは、売上債権の増加による資金の減

少があったものの、それを上回る税金等調整前当期純利益による資金の増加があったことによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度において投資活動による資金の減少は2,511,266千円となりました。これは、主に投資有価証券の取得によ

る資金の減少によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度において財務活動による資金の増加は7,042,710千円となりました。これは、主に自己株式の売却による資

金の増加によるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

   当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較にあたっては前連結会計年度分を変更後の区分に

組み替えて、行っております。 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

前年同期比（％） 

モバイルコンテンツ＆ソリューション事業
（千円） 

160,207 282.5 

システムソリューション事業（千円） 193,722 167.9 

メディア事業（千円） － － 

オンラインゲーム事業（千円） － － 

合計（千円） 353,929 205.7 

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日） 

受注高 
（千円） 

前年同期比
(％) 

受注残高
（千円） 

前年同期比 
(％) 

モバイルコンテンツ＆ソリューショ
ン事業 

241,711 172.6 3,410 69.6 

システムソリューション事業 393,992 105.4 3,826 11.2 

メディア事業 － － － － 

オンラインゲーム事業 － － － － 

合計 780,857 152.0 7,236 18.5 



(3）販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の内部振替後の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．最近2連結会計年度の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りであります。 

  

 （注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前連結会計年度のNHN JAPAN株式会社、株式会社ガマニアデジタルエンターティンメント、GMOペイメントゲートウェイ

株式会社については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しました。 

  

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

前年同期比 
（％） 

モバイルコンテンツ＆ソリューション
事業（千円） 

458,873 136.0 

システムソリューション事業 
（千円） 

424,319 137.8 

メディア事業（千円） 68,809 99.1 

オンラインゲーム事業（千円） 1,123,331 704.1 

合計（千円） 2,075,334 237.4 

相手先 

前連結会計年度
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ＫＤＤＩ株式会社 102,013 11.7 143,780 6.9 

NHN JAPAN株式会社 － － 355,895 17.1 

株式会社ガマニアデジタル
エンターティンメント 

－ － 311,028 15.0 

GMOペイメントゲートウェ
イ株式会社 

－ － 262,581 12.7 



３【対処すべき課題】 

当社グループが属するモバイル及びインターネット市場は、技術進歩が非常に早く、また、市場が拡大する中でサービス

も多様化しております。このような状況下において、当社グループは市場での優位性を確保すべく、以下の4点を対処すべき

課題として認識し、取り組みを進めております。 

  

（1）オンラインゲームタイトルラインナップの拡充 

日本国内におけるオンラインゲーム市場は拡大が予測されており、今後も新たな企業がこのマーケットを狙って参入し

てくると考えられます。そのような状況の中で、当社グループも現状のタイトルに加え、有力な新規タイトルの獲得を目

指しております。当社グループは、「スカッとゴルフ パンヤ」において多くの会員数を獲得することに成功し、これに

よって他社と比較して実績と信頼を得ているため、より案件を獲得しやすい立場にあると認識しております。このまま継

続して有力なタイトルを配信し続け、オンラインゲーム業界の中で、一定のブランドを確立し、他社との競争に勝ち抜く

ことが出来れば、当社グループは業績の拡大と安定を実現することが出来ると考えております。 

有力なタイトルの確保のためには現状の開拓経路を最大限に活用するとともに、資本・人材の投入や迅速な判断と行動

が肝要であると考えております。 

  

（2）営業体制の強化及び他社（事業パートナー）との協業 

当連結会計年度においては、他社との積極的な業務提携及び資本提携を進めてまいりましたが、グループ全体の価値向

上を目的に、事業パートナーとの協業をより積極的に展開していく必要があります。 

  

（3）人員強化および育成 

既存事業の拡大、顧客の確保、又は新たな事業への進出を図る上で最も重要であると考えているのは人材の確保であり

ます。事業拡大に伴い、人材確保が必要となってまいりますが、施策として自社ＨＰ・求人サイトでの求人募集を定期的

に行っております。 

  

（4）管理体制の強化 

会社規模の拡大に伴い、将来発生しうる間接業務の増加に対応するため、固定費増とのバランスを考慮しつつ、業務フ

ローの見直し及び組織的な整備を進めていく方針であります。 

  



４【事業等のリスク】 

以下において、当社グループ（当社及び当社連結子会社）の事業展開上のリスク要因となりうる主な事項を記載しております。な

お、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。 

１．現在の事業環境に関するリスク 

（1）インターネット市場について 

当社グループが展開しているインターネット市場においては、当社グループの事業内容に該当する直近の確たる市場数値は

ありませんが、ブロードバンドインフラの普及は継続的に続いており、関連する市場は安定的に成長していると思われます。

総務省のデータによると、平成17年9月末におけるブロードバンドサービスの契約数は、21,427千件となっており、前年同期

比21.3％の伸びとなっております。 

   これらの外的な市場動向が、規制の導入やその他予期せぬ要因により、変化が起きた場合は、当社グループの事業戦略及び

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（2）モバイル市場について 

当社グループが事業展開しているモバイル市場は、周辺環境の整備が進み、モバイルコンテンツに対する新たな需要が発生

する一方で、当事業においては大きな参入障壁が無いことから新規参入が相次いでおり、今後も激しい競争下に置かれるもの

と予想されます。当社グループは、第３世代携帯電話端末の新プラットフォームであるBREW®対応携帯電話が発売された当初

から、BREW®対応携帯電話向けにゲームコンテンツを配信しており、この分野における経験やノウハウを蓄積してまいりまし

た。この強みをもって今後もコンテンツ配信サービスを拡大していく方針でありますが、当社グループが魅力的なコンテンツ

を提供できずに利用者数が減少した場合は、当社グループの事業戦略及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（3）オンラインゲーム市場について 

当社グループは、主に海外にて開発運営されているオンラインゲームの中から日本市場にマッチングするものを選定し、ラ

イセンサーからライセンス許諾を得て、一般顧客（エンドユーザー）向けにオンラインゲームサービスを展開しております。

オンラインゲームの市場規模は今後も拡大していくものと考えられておりますが、その要因として、大きく以下の２点が挙

げられています。まず１点目は、インターネットに関連するインフラの高度化であります。ブロードバンドの普及により、イ

ンターネットは、より快適で利便性の高いものに発達しており、多様なコンテンツがインターネット上で配信できるように

なっております。２点目は、動作環境のオンライン化が挙げられます。次世代コンシューマ機もネットワーク対応装備となっ

ており、更に携帯電話等のパケット定額制、通信速度の高度化など、全てのゲーム動作環境でのオンライン化が進んでいると

考えられます。 

これらの要因により、オンラインゲームに対する需要は高まりつつあり、経済産業省首都圏情報ベンチャーフォーラム「オ

ンラインゲーム研究会」分科会が発足する等、オンラインゲームは、ブロードバンドインフラ上のコンテンツとして、注目さ

れております。 

当社グループも、オンラインゲーム市場規模は今後も拡大していくものと考えておりますが、市場規模拡大に伴い、当社グ

ループと類似する事業を展開する事業者の事業拡大や新規参入の活発化も予想され、競争が激化する可能性があります。ま

た、オンラインゲーム市場は、日本において未成熟であり今後の市場動向についても不透明であることは否めなく、当社グ

ループが予測している通りに市場規模が推移しない可能性があります。当社グループが提供するオンライゲーム事業におい

て、事業展開が計画通りに進捗しなかった場合、当社グループの事業戦略及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、オンラインゲーム事業を直接規制する法規制はないものの、今後、ゲーム市場に対する規制等が新たに制定された場

合は、当社グループの事業戦略及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  



２. 現在の事業内容に関するリスク 

（1）技術革新について 

 当社グループが展開しているモバイル及びインターネット関連の業界は、携帯電話やパソコンのハードウェアの高機能化に

代表されるように技術革新のスピードが速く、それに伴うサービスモデルの変更や、新機能に対応したソフトウェア及びコン

テンツを開発する必要が生じます。このような状況の中で、常に業界内で確固たる地位を維持するためには、研究開発費等の

費用負担が多大に発生する可能性も否定できません。また競合先が開発したサービスにより、当社グループの提供するサービ

スが陳腐化し、当社グループの競争力低下を招く可能性があります。このような場合には、当社グループの事業戦略及び経営

成績は影響を受ける可能性があります。 

  

（2）競合について 

当社グループは、携帯電話端末向けモバイルコンテンツ＆ソリューション事業、ウェブベースでのシステムやサービスを構

築するシステムソリューション事業、IT専門ニュースサイト「japan.internet.com」等におけるメディア事業及びオンライン

ゲームを提供しているオンラインゲーム事業を行っておりますが、いずれの分野も有力な競合会社が存在しております。 

特にオンラインゲーム事業においては、市場が成長段階にあり、新規参入を含めた競合の激化が予想されます。当社グルー

プは、2004年より当事業を開始し、この分野における経験やノウハウを蓄積してまいりました。この強みをもって、今後も事

業を拡大していく方針でありますが、当社グループが魅力的なコンテンツを提供できずに利用者数が減少した場合は、当社グ

ループの事業戦略及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（3）特定の取引先への依存 

当社グループは、携帯電話端末向けモバイルコンテンツ配信サービスにおいては、市場動向及び競合状況を鑑みて事業展開

しておりますが、現状ではＫＤＤＩ株式会社向けのコンテンツ配信が多くを占めております。ＫＤＤＩ株式会社との良好な関

係の維持には十分留意しておりますが、事業方針の変更や、契約の更新内容、また、契約が更新できなかった場合には、当社

グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（4）経営上の重要な契約 

当社グループはオンラインゲーム事業において、株式会社ゲームポットを通じ、ライセンス契約を開発会社とそれぞれ結ん

でおります。 

これらの契約内容が不利な条件に変更された場合や、契約更新が行われなかった場合には、当事業の事業戦略及び経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。株式会社ゲームポットが締結している主な契約内容は、５．経営上の重要な契約等に記載

しております。 

  

（5）個人情報の保護について 

個人情報の権利利益を保護することを目的とした法令には「個人情報の保護に関する法律」があり、同法の個人情報を取り

扱う事業者を直接規制する部分については、平成17年4月1日より施行されております。 

当社グループのウェブサイト上で一部サービスを利用するにあたり、氏名、住所、電話番号、メールアドレス等の個人情報

の登録が必要となります。また、クライアント企業が独自に収集した個人情報をその個人情報提供者の了解の下で、一時的に

保有することがあります。こうした情報は当社グループにおいて守秘義務があり、個人情報の取扱については、データへのア

クセス制限を定める他、外部からの侵入防止措置等の対策を施しております。また、現在プライバシーマーク取得に向け、プ

ロジェクトチームを編成しております。 

しかし、このような対策にも拘わらず、外部からの不正アクセス等により当社グループの個人情報が社外に漏洩した場合に

は、損害賠償、社会的信用の失墜等により、当社グループの経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

３. 会社組織のリスク 
（1）特定人物への依存について 

当社グループにおいては、創業者である代表取締役会長長嶋貴之及び代表取締役社長小林祐介の2名が、当社前身である有

限会社コミュニケーションオンライン（平成10年5月設立）時代から、経営戦略の決定をはじめ、企画開発、資本政策、営業

など、当社グループの事業推進において重要な役割を果たしております。当社グループにおいては、上記2名に過度に依存し

ない経営体制の構築を進めておりますが、何らかの理由により上記2名の業務遂行が困難になった場合、当社グループの事業

戦略及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 



（2）小規模組織であることについて 

当社は平成17年12月31日現在、取締役５名（うち社外取締役１名）、常勤監査役１名、非常勤監査役２名、従業員43名と小

規模組織で事業展開しております。また、内部管理体制も規模に応じた形で運用しております。 

当社グループが今後成長していくためには、生産性を維持しながら、各部門での優秀な人材をいかに確保していくかが重要

になっております。具体的には、携帯電話端末向けのシステム技術者、ウェブ関連のネットワークエンジニアなどのシステム

エンジニア、コンテンツプロデューサー、営業担当者などが該当します。 

今後、事業の拡大に伴い、人員増強及び内部管理体制の一層の充実を図る方針でありますが、人材の確保及び内部管理体制

の充実が円滑に進まなかった場合、又は既存の人材が社外に流出した場合、当社グループの事業戦略及び経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。 

  

４. 連結子会社の経営権に関するリスク 
 当社の連結子会社であるインターネットコム株式会社は、会社分割前の当社（株式会社コミュニケーションオンライン）と

米国のJupitermedia Corporationとの共同出資（当社49.75％：Jupitermedia Corporation50.25％）により、平成11年９月に

設立したＩＴ専門ニュースサイトの運営会社であります。 

 同社は、Jupitermedia Corporationがもつ「internet.com」のブランドを活用し、日本初のＩＴ専門ニュースサイト

「japan.internet.com」を運営しております。 

 当社の同社への出資比率は49.75％でありますが、当社代表取締役社長小林祐介及び当社代表取締役会長長嶋貴之がそれぞ

れ同社の代表取締役社長、取締役を兼務しており、実質的には当社が経営し、Jupitermedia Corporationはブランドの供与の

みを行っております。 

 従いまして「連結財務諸表制度における子会社及び関連会社の範囲の見直しに係る具体的な取扱い」（平成10年10月30日、

企業会計審議会）に基づき、当社の連結子会社としております。 

 しかしながら、同社の議決権の過半数はJupitermedia Corporationが保有しており、Jupitermedia Corporationの海外にお

ける経営方針の変更等により、同社の実質的な運営をJupitermedia Corporationが行う等、同社の運営形態が変更される可能

性があり、当社グループの事業戦略及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

５. システムに関するリスク 
（1）プログラム不良について 

当社グループが開発したプログラムその他のソフトウェア又はハードウェアに不良箇所が発生した場合、これら製品を使用

したサービスの中断・停止やコンテンツ及びユーザーデータの破損が生じる可能性があります。当社グループはこれら製品を

納品する前に社内において入念なチェックを行っておりますが、このような事態が発生した場合、損害賠償や信用低下等に

よって、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（2）システムダウンについて 

当社グループの事業の多くが、サーバー等のハードウェアを介してのサービス提供を行っております。これらが一時的なア

クセス集中によるサーバー負担の増加、自然災害、事故、外部からの不正な侵入等の犯罪等により、システムダウンが生じる

可能性があります。当社グループは外部からの進入を防ぐ為に24時間監視体制、システムの二重化等の対策を施しておりま

す。しかし、このような対策にも拘わらず、何らかの理由により重要なデータが消失または漏洩した場合、またはサービスが

利用できなくなった場合、損害賠償や信用低下等によって、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があ

ります。 

  

６. 新株予約権行使による株式価値希薄化のリスク 

 当社グループは役員及び従業員、子会社役員に対して、新株予約権の付与を行っております。当該新株予約権は、商法第

280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、平成15年12月3日開催の臨時株主総会で特別決議されたものであります。今

後、付与された新株予約権の行使が行われた場合、一株当たりの株式価値が希薄化する可能性があります。ちなみに平成18年

2月28日時点における新株予約権による潜在株式数は1,342株であり、発行済株式総数21,348株の6.29 ％に相当します。但

し、当該新株予約権の権利行使期間は平成18年1月1日から平成23年12月31日であります。 

 また、平成18年3月30日開催の株主総会において、1,000株を上限とする新株予約権の発行を決議しております。 

 現時点における新株予約権の状況は、「第4 提出会社の状況 1.株式等の状況（2）新株予約権等の状況」をご参照くださ

い。 

  



７. その他のリスク 

（1）知的財産権の確保について 

当社グループの事業分野における第三者の特許等が新たに成立登録された場合、また当社グループが認識していない特許等

が成立している場合、当該第三者から損害賠償又は使用差止等の請求を受ける可能性、並びに当該特許等に関する対価の支払

い等が発生する可能性があります。このような場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

  

オンラインゲームサービスに関する契約 

  

６【研究開発活動】 

当社グループの事業は、ＩＴ業界及びモバイル関連業界といった、比較的技術進歩のスピードが速い業界に属しており、新た

な技術やコンテンツを企画開発していくことが、次の新たなビジネスモデルを構築することにも繋がるため、常に組織的に最新

情報を共有し、新技術を使ったシステムソリューション、コンテンツ企画を進めていく方針であります。 

  

当連結会計年度における主な活動内容としては、携帯電話端末向けコンテンツ制作の基礎プログラムなどが該当しており、研

究開発費の総額は14,051千円となっております。 

  

契約会社名 相手先会社名 契約の名称 契約内容 契約期間 

株式会社ゲームポット 

（連結子会社） 
HanbitSoft,Inc. LICENSE AGREEMENT

オンラインゴルフゲ
ーム「スカッとゴル
フ パンヤ」の日本
での独占配信ライン
センス契約 

商用サービス開始よ
り2年間、以降1年間
自動更新 

株式会社ゲームポット 

（連結子会社） 
NDoors Inc. 

LICENSING 
AGREEMENT 

オンラインゲーム
「君主」の日本での
独占配信ラインセン
ス契約 

商用サービス開始よ
り２年間 

株式会社ゲームポット 

（連結子会社） 

Invictus 
Games Ltd. 

LICENSE AGREEMENT

オンラインゲーム
「Cross Racing  
Championship」の日
本での独占配信ライ
ンセンス契約 

商用サービス開始よ
り３年間、以降１年
間自動更新 

株式会社ゲームポット 

（連結子会社） 
ESTsoft Corp. 

  
CABAL ONLINE 
ライセンス契約 
  

オンラインゲーム
「CABAL ONLINE」の
日本での独占配信ラ
イセンス契約 

商用サービス開始よ
り２年間、以降は２
年間の自動更新 

株式会社ゲームポット 

（連結子会社） 
テクモ株式会社 

オンラインゲーム国
内配信に関する基本
契約 

オンラインゲーム
「Monster Farm  
Online」の日本での
独占配信ライセンス
契約 

商用サービス開始よ
り３年間、以降は１
年間の自動更新 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

  

 財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、当社グループの連結財務諸表に基づいて分析した内容です。 

  

（１）経営成績について 

① 売上高 

当連結会計年度の売上高は2,075,334千円（前年同期874,188千円、137.4％増加）、営業利益597,645千円（前年同期383,191千

円、56.0％増加）、経常利益597,004千円（前年同期358,086千円、66.7％増加）となりました。  

 モバイルコンテンツ＆ソリューション事業につきましては、売上高は458,873千円（前年同期337,431千円、36.0%増加）となり

ました。これまで中心であったダウンロード型課金から月額課金へ課金方法を移行し、収益モデルの安定化を図りました。さら

に、モバイル向けコンテンツを持つ株式会社エム・ヴィ・ピーを子会社化し、コンテンツの充実を図りました。 

  

システムソリューション事業につきましては、売上高は450,769千円（前年同期307,823千円、46.4%増加）となっております（内

部売上高含む）。既存顧客からのシステム改修や新規顧客からの開発案件を受託し、運用収入も安定的に売り上げ、堅調に推移

しました。 

  

 メディア事業につきましては、売上高は68,809千円（前年同期69,399千円、0.9%減少）となっております。インターネットコ

ム株式会社が運営するニュースサイト「japan.internet.com」の広告代理事業を中心に展開してまいりました。 

  

オンラインゲーム事業につきましては、売上高は1,123,331千円（前年同期159,534千円、604.1%増加）となっております。

「アイテム課金」モデルを採用したことで、売上高と会員数の双方を増大させることができました。主力タイトルである「ス

カッとゴルフ パンヤ」は、平成17年11月には会員数100万人を突破しました。また、平成17年12月には新規タイトル「君主」の

オープンβサービスを開始するなど、積極的なコンテンツ獲得も行っております。 

  

② 売上原価、販売費及び一般管理費 

売上原価は全体で917,142千円となりました。売上に占める売上原価の割合は全体で44.2％となりました。 

モバイルコンテンツ＆ソリューション事業及びシステムソリューション事業においては、組織内での開発ノウハウ共有等で効

率的な開発体制構築によって原価の抑制に努めてまいりましたが、競争激化などによる開発費増など、昨年に比べ原価率は増加

しました。メディア事業及びオンラインゲーム事業においては、少人数体制でのオペレーションを確立して、原価を抑えてまい

りました。 

販売費及び一般管理費は560,547千円となりました。主な内訳は支払手数料218,463千円、役員報酬75,167千円、給与手当

66,068千円であります。研究開発費は14,051千円となりました。 

  

③ 営業利益 

 営業利益は597,645千円となり、売上高営業利益率は28.8％となりました。 

  

④ 営業外収益及び営業外費用 

営業外収益は為替差益14,685千円を計上し、16,804千円となりました。営業外費用は公開関連費用13,456千円、新株発行費

1,861千円を計上し、17,444千円となりました。 

  

⑤ 特別利益及び特別損失 

 特別利益は139,118千円であり、持分変動利益であります。特別損失は計上しておりません。 

  

⑥ 当期純利益 

 当期純利益は298,439千円となりました。1株当たりの当期純利益は16,450円21銭であります。 



（２）資本の財源および資金の流動性について 

① キャッシュフロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ4,906,370千円増加し、当連

結会計年度末の資金残高は5,822,287千円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度において営業活動による資金の増加は374,925千円となりました。これは、売上債権の増加による資金の減

少があったものの、それを上回る税金等調整前当期純利益による資金の増加があったことによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度において投資活動による資金の減少は2,511,266千円となりました。これは、主に投資有価証券の取得によ

る資金の減少によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度において財務活動による資金の増加は7,042,710千円となりました。これは、主に自己株式の売却による資

金の増加によるものであります。 

  

② 資産、負債及び資本 

当連結会計年度末の資産は対前連結会計年度比で7,987,254千円増加し9,267,636千円となりました。平成17年7月及び11月

に自己株式の売却を行ったため、現金及び預金は4,906,367千円増加し、5,802,269千円となりました。事業の拡大に伴い売掛

金は290,987千円増加し539,248千円となりました。また、投資有価証券は、JASDAQ市場に上場している豊商事社の株式を購入

したこと等に伴い、2,275,146千円増加し2,282,346千円となりました。 

負債は943,176千円となり、対前連結会計年度比で666,828千円増加いたしました。これは事業の拡大による取引増加に伴

い、未払法人税等が255,855千円増加し410,689千円となったこと、買掛金が99,661千円増加し163,079千円となったこと、㈱

エム・ヴィ・ピーが連結対象に加わったことによる社債及び長期借入金の増加等によるものであります。 

資本は8,158,676千円となり、対前連結会計年度比で7,165,201千円増加いたしました。平成17年7月及び11月に自己株式の

売却を行ったため、資本剰余金が6,832,971千円増加し7,435,109千円となったこと等によるものであります。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における当社グループの設備投資は163,831千円で、その内容はオンラインゲーム事業において主に「プチコ

ミ」及び「君主」における工具器具備品(サーバー) 10,671千円、モバイルコンテンツ＆ソリューション事業において新たなタイ

トル開発に係るソフトウェアとして14,564千円、「プチコミ」、「君主」及び「CABAL ONLINE」におけるライセンス取得に係る

ソフトウェア仮勘定として130,172千円となっております。 

 なお、当連結会計年度において重要設備の除却、売却等はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1)提出会社 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数は就業人数であり、臨時従業員数は平均人員を( )外数で記載しております。 

３．本社事務所は賃貸物件でその概要は以下の通りであります。 

  

(2)国内子会社 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数は就業人数であり、臨時従業員数は平均人員を( )外数で記載しております。 

  

    平成17年12月31日現在

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
(人) 

建物
工具器具
備品 

ソフトウ
ェア 

合計 

本社 
(東京都港区) 

モバイルコンテンツ＆ソリューション事業 
システムソリューション事業 
メディア事業 

PC、
パーテーション 

298 1,757 19,438 21,493 
43
(12) 

サーバーセンター 
(東京都豊島区) 

モバイルコンテンツ＆ソリューション事業 
システムソリューション事業 
メディア事業 
オンラインゲーム事業 

PC、
サーバー 

－ 13,025 － 13,025 
－
(7) 

事業所名 床面積 年間賃貸料（千円）

本社 444.11㎡ 26,387 

      平成17年12月31日現在

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
(人) 

建物
工具器具
備品 

ソフトウ
ェア 

合計 

株式会社 
ゲームポット 

本社 
(東京都港区) 

モバイルコンテンツ＆ 
ソリューション事業 
オンラインゲーム事業 

サーバー 1,207 13,310 137,295 151,812 
14
(9) 

株式会社 
エアネット 

本社 
(東京都品川区) 

システムソリューション事業 
サーバー
PC 

－ 32,095 8,917 41,013 
10
(1) 



３【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 なお、当事業年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。 

（１）重要な設備の新設等 

  （注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

 （２）重要な設備の除却等 

    該当事項はありません。 

  

  

       （平成17年12月31日現在）

事業所名 

（所在地） 
事業部門 設備の内容 

投資予定額 

資金調達方法 着手年月 完了予定年月 総額 

（千円）

既支払額

（千円）

株式会社 

ゲームポット 

（東京都港区） 

オンライン 

ゲーム事業 

オンラインゲーム 

制作投資 

（ライセンス等） 

307,950 － 自己資金 平成18年１月 平成18年12月 

オンラインゲーム 

開発・運営機器等 

（サーバー等） 

85,151 － 自己資金 平成18年１月 平成18年12月 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年3月1日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は含まれておりません。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

平成15年12月3日臨時株主総会特別決議 

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整するものとし、

調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。ただし、本項による調整は、当該株式分割ま

たは株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使していない目的たる株式の数においてのみ行われるものとする。 

        調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

２．当社が株式分割又は時価を下回る価額で新株を発行する場合には、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる

結果１円未満の端数はこれを切り上げるものとする。 

  

  

３．新株予約権の行使の条件 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 37,800

計 37,800

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年３月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 20,900 21,348
大阪証券取引所
（ヘラクレス） 

－ 

計 20,900 21,348 － － 

区分 
事業年度末現在

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 895（注）５ 671（注）５ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,790（注）５、６ 1,342（注）５、６ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 21,000（注）６ 同左（注）６ 

新株予約権の行使期間 
平成18年1月1日より平成23年12
月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  21,000（注）６
資本組入額 発行価格の1/2 

同左（注）６ 
  

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡および質入等
の処分を行うことができない。 

同左 

    
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

  
調整後発行価額＝調整前発行価額× 

1株当たり時価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 



（1）権利行使に係る新株予約権の払込金額が、年間1,200万円を超えないこと。 

（2）権利行使により取得した株式が、証券会社の株式保護預口座に預託されること。 

（3）新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは従業員の地位に

あることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由があると当社が認めるときはこの限りで

はない。 

（4）新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。 

４．新株予約権の消却について 

（1）当社が消滅会社となる合併または当社が完全子会社となる株式交換もしくは株式移転が行われるときは、新株予約権

を無償で消却することができる。 

（2）新株予約権の付与を受けた者が当社または当社子会社を退職した場合には、取締役会の決議をもって、当該新株予約

権者の有する新株予約権の全部を無償で消却するものとする。 

５．退職等により権利を喪失した従業員の新株予約権の個数は除外しております。 

６．当社は平成16年7月8日開催の取締役会決議により、平成16年7月31日をもって、1株を2株に分割いたしました。その結果、

新株予約権の目的となる株式の数は平成16年7月31日において895株から1,790株となりました。あわせて発行価格は21,000

円に調整されております。 

  



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．会社設立によるものであります。 

２．平成15年3月14日開催の定時株主総会の決議に基づき、資本準備金を取り崩し、その他資本剰余金へ振替えたものでありま

す。 

３．平成16年7月8日開催の取締役会決議により、平成16年7月31日をもって1株を2株に分割いたしました。 

４．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格    275,000円 

引受価額    253,000円 

発行価額    208,250円 

資本組入額   104,125円 

払込金総額  506,000千円 

５．平成17年10月14日開催の臨時株主総会の決議に基づき、子会社ゲームポット社の株式の割当を実施し、資本準備金を取り

崩したものであります。 

６．平成18年1月1日から平成18年2月28日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が448株、資本金及び資本準

備金がそれぞれ4,704千円増加しております。 

  

(4）【所有者別状況】 

  

年月日 
発行済株式
総数増減数
(株) 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金 
残高（千円） 

平成14年10月30日
（注）１ 

9,450 9,450 10,000 10,000 304,387 304,387 

平成15年4月17日
（注）２ 

－ 9,450 － 10,000 △169,000 135,387 

平成16年7月31日
（注）３ 

9,450 18,900 － 10,000 － 135,387 

平成16年12月14日 
（注）４ 

2,000 20,900 208,250 218,250 297,750 433,137 

平成17年11月22日 
（注）５ 

－ 20,900 － 218,250 △4,674 428,463 

          平成17年12月31日現在 

区分 

株式の状況

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 6 10 39 17 2 2,360 2,434 －

所有株式数
（株） 

－ 1,474 371 721 2,465 41 15,828 20,900 

所有株式数の
割合(％) 

－ 7.06 1.78 3.45 11.79 0.20 75.72 100 －



(5）【大株主の状況】 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

    平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

長嶋 貴之 
東京都港区赤坂三丁目16－11株式会社アエリ
ア内 

5,246 25.10

小林 祐介 
東京都港区赤坂三丁目16－11株式会社アエリ
ア内 

4,136 19.79

タスカンキャピタルエルエルシ
ー 

910 FOULK ROAD,SUITE 201,
WILMINGTON DE 19803 U.S.A 

1,042 4.99

大阪証券金融株式会社 取締役
社長 大津 隆文 

大阪府大阪市中央区北浜二丁目4－6 956 4.57

バークレイズバンクピーエルシ
ー バークレイズキャピタルセ
キュリティーズエスビーエル／
ピービーアカウント 

1 CHURCHILL PLACE,LONDON E14 5HP,
UNITED KINGDOM 

339 1.62

株式会社日本ブレーンセンター 
代表取締役 越智 通勝 

東京都渋谷区千駄ヶ谷一丁目25-9-203 260 1.24

有限会社ハイ・パフォーマンス 
取締役 梅沢 恵樹 

東京都千代田区内幸町一丁目1-1
帝国ホテルタワー17階 

260 1.24

須田 仁之 
東京都港区赤坂三丁目16－11株式会社アエリ
ア内 

258 1.23

バンクオブニューヨークジーシ
ーエム クライアントアカウン
ツイーアイエスジー 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 

250 1.20

ドイチェバンクアーゲーロンド
ンピービーノントリティークラ
イアンツ613 

WINCHESTER HOUSE 1 GREAT WINCHESTER 
STREET LONDON EC2N 2DB,UK 

250 1.20

計 － 12,997 62.19

  平成17年12月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,900 20,900 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 20,900 － － 

総株主の議決権 － 20,900 － 



②【自己株式等】 

   該当事項はありません。 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

（平成15年12月3日臨時株主総会決議） 

商法第280条ノ21の規定に基づき、平成15年12月3日開催の臨時株主総会で特別決議されたものであります。 

  

（平成18年3月30日定時株主総会決議） 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成18年3月30日開催の定時株主総会で決議されたものであります。 

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる
調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結
果生じる1株未満の端数については、これを切捨てるものとする。 
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が新設分割もしくは吸収合併を
行う場合、その他当社が必要と認める場合には、取締役会の決議をもって適宜株式数の調整を行う。 
２． 1株当たりの払込金額は、新株予約権を発行する日の属する月の各日(取引が成立していない日を除く)における大阪証券
取引所ヘラクレス市場における当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額(1円未満の端数は切り上げ)とする。 
ただし、当該金額が新株予約権発行日の終値(取引が成立しない場合はその前日の終値)を下回る場合は、当該終値とす
る。 
なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により1株当たりの払込金額を調整し、調

決議年月日 平成15年12月3日

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役3名、監査役1名
子会社取締役3名 
当社従業員22名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成18年3月30日

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社または当社子会社の取締役、監査役及び従業員 
なお、人数等の詳細については定時株主総会以降の
取締役会にて決定する。 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 1,000株を上限とする。（注）１．

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２．

新株予約権の行使期間 
自 平成20年4月1日
至 平成23年3月31日 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時におい

ても、当社または当社子会社の取締役、監査役、従

業員の地位にあることを要す。ただし、正当な理由

があると取締役会にて認められた場合はこの限りで

はない。 

② 新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、

相続人はこれを行使できないものとする。 

③ その他の条件については、本株主総会及び取締役会

決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、従業員

との間で締結する新株予約権の割当に関する契約に

定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡及び質入等の処分を行うことはでき
ないものとする。 



整による1円未満の端数は切上げる。 
  

  
また、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使による場合を除く）は、次の算
式により1株当たりの払込金額を調整し、調整による1円未満の端数は切上げる。 

  

  
上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式から当社が保有する普通株式にかかる自己株式数を控除
した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

  

  

  
調整後払込金額＝調整前払込金額× 

1   

  分割・併合の比率   

    
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

  
調整後払込金額＝調整前払込金額× 

1株当たり時価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  



３【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。当面は、企業体質の改善・強化と今後の

事業展開を勘案して内部留保の充実を図っていく所存であります。また、内部留保資金の使途につきましては、研究開発、新

規事業企画を中心とした投資に、使用していく方針であります。 

株主に対する利益還元につきましては、経営成績並びに企業体質の強化や積極的な事業展開を勘案しながら、利益配当を行

う方針であります。当期の配当につきましては、1株当たり1,000円の配当を実施することを決定しました。なお、配当性向は

当期純損失のため計算は行っておりません。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。なお、平成16年12月15日付をもって同取引所に株

式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はありません。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

  

  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期   

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月   

最高（円） － － 1,010,000 3,140,000

最低（円） － － 650,000 773,000

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 1,950,000 3,070,000 3,140,000 2,750,000 2,000,000 2,320,000 

最低（円） 1,740,000 1,410,000 1,960,000 1,710,000 1,540,000 1,700,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有 
株式数 
（株） 

代表 
取締役
会長 

  長嶋 貴之 昭和48年1月15日 

平成８年４月 イマジニア株式会社入社 

平成９年７月 ソフトバンク株式会社入社 

平成10年５月 有限会社コミュニケーションオンライン設立 

       同社代表取締役就任 

平成11年７月 株式会社コミュニケーションオンラインに商号変更 

       同社代表取締役会長就任 

平成11年９月 インターネットコム株式会社取締役就任（現任） 

平成14年10月 当社設立 代表取締役会長就任（現任） 

平成17年12月 株式会社アエリアファイナンス 取締役就任（現

任） 

5,246

代表 
取締役
社長 

  小林 祐介 昭和47年8月14日 

平成８年４月 イマジニア株式会社入社 

平成８年９月 ソフトバンク株式会社入社 

平成10年５月 有限会社コミュニケーションオンライン設立 

       同社取締役就任 

平成11年７月 株式会社コミュニケーションオンラインに商号変更 

       同社代表取締役社長就任 

平成11年９月 インターネットコム株式会社 取締役社長就任（現

任） 

平成14年10月 当社設立 代表取締役社長就任（現任） 

平成17年12月 株式会社アエリアファイナンス取締役就任（現任） 

4,136

取締役 

ソリュー
ション 
事業 
本部長 

亀谷 泰 昭和45年9月22日 

平成８年４月 イマジニア株式会社入社 

平成12年２月 株式会社コミュニケーションオンライン入社 

平成14年10月 当社入社 ソリューション事業本部長（現任） 

平成16年３月 当社取締役就任（現任） 

平成18年３月 株式会社クロスゲームズ 代表取締役就任（現任） 

平成18年３月 株式会社ゲームポット 取締役就任（現任） 

100

取締役 
管理 
本部長 

須田 仁之 昭和48年7月21日 

平成８年４月 イマジニア株式会社入社 

平成９年10月 ジェイ・スカイ・ビー株式会社入社 

       （現スカイパーフェクト・コミュニケーションズ 

株式会社） 

平成11年７月 株式会社コミュニケーションオンライン 

 非常勤取締役就任 

平成11年８月 株式会社デジタルクラブ（現クラビット株式会社）

入社 

平成14年８月 株式会社コミュニケーションオンライン 入社 

 取締役就任 

平成14年10月 当社入社 取締役就任 

平成15年３月 当社 監査役就任 

平成15年３月 株式会社ゲームポット 監査役就任（現任） 

平成16年３月 当社 取締役就任（現任） 

平成16年６月 インターネットコム株式会社 監査役就任（現任） 

平成16年７月 当社 管理本部長（現任） 

平成17年11月 株式会社エアネット 監査役就任（現任） 

平成17年12月 株式会社アエリアファイナンス 代表取締役就任

（現任） 

258



（注）１．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。執行役員は5

名で、代表取締役会長長嶋貴之、代表取締役社長小林祐介、ソリューション事業本部長亀谷泰、管理本部長須田仁之、

マーケティング事業本部長鳥居潤吉で構成されております。 

   ２．取締役三宅朝広及び安田剛は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有 
株式数 
（株） 

取締役   三宅 朝広 昭和44年7月17日 

平成７年４月 株式会社リクルート入社 

平成13年１月 株式会社ピースマインド 取締役就任（現任） 

平成13年３月 株式会社コミュニケーションオンライン 

非常勤取締役就任 

平成14年10月 当社 非常勤取締役就任（現任） 

平成17年９月 株式会社ClubＴ 代表取締役就任（現任） 

218

取締役   安田 剛 昭和47年4月24日 

平成８年４月 イマジニア株式会社 入社 

平成13年５月 株式会社ゲームポット 代表取締役社長就任 

平成15年３月 株式会社ゲームポット 代表取締役会長就任（現

任） 

平成18年３月 当社 取締役就任（現任） 

26

常勤 
監査役 

  田名網 一嘉 昭和44年10月15日 

平成４年４月 シティバンク，エヌ・エイ東京支店入行 

平成９年９月 山田＆パートナーズ会計事務所入所 

       （現 税理士法人山田＆パートナーズ） 

平成15年１月 優成監査法人入所 

平成16年６月 当社 監査役就任（現任） 

平成17年12月 株式会社アエリアファイナンス 監査役就任（現

任） 

―

監査役   鳥越 貞成 昭和45年10月26日 

平成６年10月 監査法人トーマツ入所 

平成12年３月 株式会社コミュニケーションオンライン入社 

平成12年４月 公認会計士登録 

平成13年３月 同社 取締役就任 

平成14年10月 当社 監査役就任 

平成15年３月 当社 監査役退任 

平成16年３月 当社 監査役就任（現任） 

2

監査役   松井 清孝 昭和46年6月5日 

平成10年４月 日本ヒューレット・パッカード株式会社入社 

平成11年11月 有限会社アクティブ・ネットワーク・デザイン共同

設立 

平成12年10月 株式会社エスプール入社 

       技術最高責任者（CTO）兼ネットモバイル事業部責

任者  

平成15年11月 株式会社エスプール システム顧問（現任） 

平成15年11月 株式会社アガスタ システム統括部長就任 

平成15年12月 株式会社エーアイシー システム開発顧問就任 

平成16年６月 当社 監査役就任（現任） 

平成16年９月 オーバルテクノロジー株式会社設立 代表取締役

（現任） 

―

合計 9,986



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

   当社は、コーポレート・ガバナンスを株主利益最大化に不可欠なものと位置づけており、業務執行に対する厳正な監督機能の

実現、内部統制による効率的な経営の実現、グループ統治による子会社との健全な連携の実現を意識した組織作りに注力してお

ります。 

  

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンスの体制の状況 

ａ．監査役制度 

業務執行の権限をもつ取締役がそれを不正に行使し、会社の利益、ひいては株主の利益に損害を与えることを防ぐために、

当社は監査役制度を採用しております。監査役は取締役会の業務執行の業務監督及び会計監査の権限を持っております。 

ｂ．取締役会等 

取締役会は当事業年度末現在、社内取締役4名、社外取締役1名によって構成されており、経営に関する重要な意思決定を行

うとともに、業務執行に関する監督機能を果たしております。定時取締役会を少なくとも毎月開催するとともに、経営上の重

要な事項へ迅速な意思決定を可能とするために執行役員及び子会社役員によって構成される経営会議兼執行役員会を週1回開

催しております。 

c．執行役員制度 

経営と業務執行を分離する為に、執行役員制度を導入しており、5名の執行役員が選任されております。執行役員会は週1回

実施されている経営会議と同時に開催しており、執行役員の業務報告を行っております。経営会議及び執行役員会は意思決定

機関ではありませんが、株主利益や企業価値に影響を与える重要事項の審議機関として機能しております。 

ｄ．監査役・監査役会 

監査役は、常勤監査役1名、非常勤監査役2名がおり、この3名によって監査役会が組織されております。なお、監査役3名の

うち2名が社外監査役となっております。監査役会は、原則として月1回開催するものとしております。 

ｅ．内部監査 

内部監査は、企業活動における会計記録、内部組織、業務運営の適否及び業務効率の監査を通じて助言、勧告を行い、もっ

て経営の合理化及び適正化に資することを目的としており、管理本部（5名）により行われます。管理本部の内部監査につい

ては取締役社長の命をうけた別部門が行っております。 

また、内部監査責任者が、監査法人、監査役等と積極的に意見交換を行い、効率的かつ効果的な内部監査を実施しておりま

す。 

ｆ．会計監査人・法律顧問 

当社の会計監査人として中央青山監査法人と監査契約を結んでおります。また、法律事務所と顧問契約を結び、法令遵守に

おける各種相談を適宜行っております。 

  

② 会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 当社社外取締役１名は当社の株主であり、当社株式の売買に関しては当社取締役等と同様に、当社管理本部長へ事前申請

し、承認取得をすることで合意しております。また、当社との取引関係はありません。 

 社外監査役２名は、人的関係、資本的関係、又は取引関係その他の利害関係はありません。 

  

③ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近1年間における実施状況 

ａ．個人情報保護法の理解と徹底のための社内教育の実施 

ｂ．コンプライアンス意識強化のため、社内周知の実施 

ｃ．Pマーク取得に関してプロジェクトチームを編成 

  



④ 役員報酬 

 当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

  

⑤ 監査報酬の内容 

 当事業年度における当社が中央青山監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬の内容は以下のとおりであり

ます。 

  

⑥ 会計監査の状況 

 当社の会計監査業務の執行は、中央青山監査法人の公認会計士小林伸行氏及び村山憲二氏が行っております。継続監査年数

は７年以内であります。 

 当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、会計士補３名であり、補助者の構成は監査法人の監査計画に基づき

決定されております。 

  

役員報酬：  

  社内取締役に支払った報酬 30,021千円

  社外取締役に支払った報酬 3,150千円

  監査役に支払った報酬 8,700千円

  41,871千円

公認会計士法第２条第１項に基づく報酬：  12,000千円

上記以外の報酬：               － 



第５【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

（1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令

第5号）附則第2項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令

第5号）附則第2項のただし書きにより、改正前の財務諸表規則を適用しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年1月1日から平成16年12月31日まで）及び第３期事

業年度（平成16年1月1日から平成16年12月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年1月1日から平成17年12月31日まで）及び

第４期事業年度（平成17年1月1日から平成17年12月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、中央青山監査法人により

監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  

    
前連結会計年度

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   895,902 5,802,269 

２．受取手形及び売掛金   248,261 543,806 

３．有価証券   20,015 20,017 

４．たな卸資産   2,232 2,641 

５．繰延税金資産   14,907 39,522 

６．その他   4,133 45,497 

貸倒引当金   △1,725 △3,402 

流動資産合計   1,183,727 92.5 6,450,352 69.6

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1)建物  1,181 3,521  

  減価償却累計額  565 615 1,282 2,238 

(2)工具器具備品  56,217 117,181  

  減価償却累計額  31,390 24,827 55,008 62,172 

有形固定資産合計   25,443 2.0 64,411 0.7

２．無形固定資産    

(1)ソフトウェア   46,860 165,730 

(2)連結調整勘定   － 219,466 

(3)その他   548 548 

無形固定資産合計   47,409 3.7 385,745 4.2

３．投資その他の資産    

(1)投資有価証券 ※１  7,200 2,282,346 

(2)繰延税金資産   5,924 7,434 

(3)その他   13,195 79,863 

貸倒引当金   △2,518 △2,518 

投資その他の資産合計   23,802 1.8 2,367,126 25.5

固定資産合計   96,654 7.5 2,817,283 30.4

資産合計   1,280,382 100.0 9,267,636 100.0

     



  

  

    
前連結会計年度

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   63,418 163,079 

２．未払費用   42,055 78,651 

３．未払法人税等   154,834 410,689 

４．その他   16,039 131,079 

流動負債合計   276,348 21.6 783,500 8.5

Ⅱ 固定負債    

１．社債   － 72,000 

２．長期借入金   － 45,835 

３．繰延税金負債   － 31,671 

４．新株予約権   － 10,170 

固定負債合計   － － 159,676 1.7

負債合計   276,348 21.6 943,176 10.2

（少数株主持分）    

 少数株主持分   10,558 0.8 165,783 1.8

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２  218,250 17.0 218,250 2.4

Ⅱ 資本剰余金   602,137 47.0 7,435,109 80.2

Ⅲ 利益剰余金   248,981 19.5 445,086 4.8

Ⅳ その他有価証券等評価差
額金 

  － － 60,230 0.6

Ⅴ 自己株式 ※３  △75,894 △5.9 － －

資本合計   993,474 77.6 8,158,676 88.0

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  1,280,382 100.0 9,267,636 100.0

     



②【連結損益計算書】 

  

  

    
前連結会計年度

（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  874,188 100.0 2,075,334 100.0

Ⅱ 売上原価  305,889 35.0 917,142 44.2

売上総利益  568,298 65.0 1,158,192 55.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１、２ 185,107 21.2 560,547 27.0

営業利益  383,191 43.8 597,645 28.8

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息  7 83  

２．為替差益  － 14,685  

３．持分法による 
投資利益 

 － 1,363  

４．消費税免除額  6,493 －  

５．その他  462 6,963 0.8 672 16,804 0.8

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  － 1,042  

２．公開関連費用  24,700 13,456  

３．新株発行費  7,246 1,861  

４．その他  122 32,068 3.6 1,083 17,444 0.8

経常利益  358,086 41.0 597,004 28.8

Ⅵ 特別利益   

１．持分変動利益   － 139,118  

２．投資有価証券売却
益 

 21,965 21,965 2.5 － 139,118 6.7

Ⅶ 特別損失   

１．子会社清算損  204 204 0.0 － － －

税金等調整前当期純利益  379,846 43.5 736,123 35.5

法人税、住民税及び事業税  176,210 468,174  

法人税等調整額  △13,526 162,683 18.6 △35,544 432,629 20.9

少数株主利益  9,636 1.1 5,053 0.2

当期純利益  207,526 23.8 298,439 14.4

    



③【連結剰余金計算書】 

  

  

    
前連結会計年度

（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   304,387  602,137

Ⅱ 資本剰余金増加高    

１．増資による新株式の発行   297,750 － 

２．自社株処分差益   － 297,750 6,837,646 6,837,646

Ⅲ 資本剰余金減少高    

  １．減資による剰余金減少高   － － 4,674 4,674

Ⅳ 資本剰余金期末残高   602,137  7,435,109

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   41,473  248,981

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１．当期純利益   207,526 207,526 298,439 298,439

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１．連結除外による利益剰余金
減少高 

  18 － 

   ２．配当金   － 17,286 

   ３．子会社株式割当に伴う 
     持分変動差額 

  － 18 85,048 102,334

Ⅳ 利益剰余金期末残高   248,981  445,086



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
前連結会計年度

（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益   379,846 736,123 

減価償却費   25,339 50,180 

営業権償却費   2,083 － 

連結調整勘定償却額   － 15,217 

持分法による投資損益   － △1,363 

貸倒引当金の増加額   2,592 2,032 

受取利息及び受取配当金   △7 △83 

支払利息   － 1,042 

持分変動利益   － △139,118 

投資有価証券売却益   △21,965 － 

子会社清算損   204 － 

売上債権の増加額   △157,916 △204,947 

たな卸資産の増加額   △325 △408 

ソフトウェアの増加額   △21,283 △14,330 

仕入債務の増加額   55,341 77,378 

未払消費税等の増加額   1,180 42,289 

その他   29,652 26,957 

小計   294,742 590,970 

利息及び配当金の受取額   7 83 

利息の支払額   － △1,042 

法人税等の支払額   △64,373 △215,085 

営業活動によるキャッシュ・フロー   230,376 374,925 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出   △18,898 △16,200 

無形固定資産の取得による支出   △26,475 △132,940 

投資有価証券の取得による支出   △3,000 △2,002,377 

関係会社株式の取得による支出   － △175,552 

投資有価証券の売却による収入   34,993 － 

子会社取得による支出   － △238,524 

子会社清算による支出   △287 － 

貸付による支出   － △470 

貸付金の回収による収入   90 54,799 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △13,577 △2,511,266 



  

  

  次へ 

    
前連結会計年度

（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の減少額   － △3,800 

長期借入金の返済による支出   △6,876 △51,480 

社債の償還による支出   － △8,000 

株式の発行による収入   506,000 － 

自己株式の売却による収入   － 6,913,540 

配当金の支払額   － △17,286 

新株予約権の発行による収入   － 10,170 

少数株主からの払込による収入   － 201,300 

有償減資による支出   － △1,733 

財務活動によるキャッシュ・フロー   499,123 7,042,710 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   715,922 4,906,370 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   199,994 915,917 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 915,917 5,822,287 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数   ２社 (1)連結子会社の数    ５社 

  連結子会社の名称 連結子会社の名称 

  インターネットコム株式会社 インターネットコム株式会社 

  株式会社ゲームポット 株式会社ゲームポット 

    株式会社エム・ヴィ・ピー 

    株式会社エアネット 

    株式会社アエリアファイナンス 

  なお、前連結会計年度において連

結子会社でありました有限会社ネ

ットライフは清算したため、連結

の範囲から除いております。 

上記のうち、株式会社エム・ヴィ・ピ

ー及び株式会社エアネットについては、

当連結会計年度において新たに株式を取

得したため、株式会社アエリアファイナ

ンスについては、当連結会計年度におい

て新たに設立したため、連結の範囲に含

めております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社及び関連会社はありませ

ん。 

(1)持分法適用関連会社の数 ２社 

  持分法適用関連会社の名称 

   サイバー・ゼロ株式会社 

   ジュピターイメージ株式会社 

     上記のうち、サイバー・ゼロ株式会社

は当社が同社株式を取得し関連会社とな

ったため、ジュピターイメージ株式会社

は当連結会計年度に新たに設立したた

め、持分法の適用範囲に含めておりま

す。 

    (2)持分法を適用していない関連会社

(UPFRONT TECHNOLOGY LIMITED社)は、当

期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等からみて、持分法

の対象から除いても連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

    (3)持分法適用会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる会社については、連結

決算日現在で実施した仮決算に基づく財

務諸表を使用しております。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度末日は連

結決算日と一致しております。 

連結子会社のうち株式会社エム・ヴィ・

ピーの決算日はは、3月31日でありま

す。連結財務諸表の作成にあたっては、

当連結決算日現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用しております。 



項目 
前連結会計年度

（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1)重要な資産の評価基準及

び評価方法 

イ 有価証券 イ 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

同左 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用して

おります。 

同左 

  

  

  

    

  ロ たな卸資産 ロ たな卸資産 

  仕掛品 同左 

  個別法による原価法を採用しており

ます。 

  

(2)重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 

定率法によっております。 同左 

  ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 

  会社所定の合理的耐用年数に基づく

定額法によっております。但し、サ

ービス提供目的のソフトウェアにつ

いては、見込収益獲得可能期間に基

づく定額法によっております。 

  

  

同左 

(3)重要な引当金の計上

基準 

イ 貸倒引当金 イ 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

同左 

(4)その他連結財務諸表

作成のための重要な

事項 

イ 消費税等の会計処理 イ 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 同左 

５．連結子会社の資産及

び負債の評価に関す

る事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．連結調整勘定の償却

に関する事項 

連結調整勘定の償却については、発生し

た連結会計年度にその全額を償却してお

ります。 

連結調整勘定の償却については、5年間

の均等償却を行っております。 



  

  追加情報 

  

  

  次へ 

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

７．利益処分項目等の取

扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について、連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価格の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から3ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

（スプレッド方式による新株発行） ―――――――― 

 平成16年12月14日に実施した有償一般募集による新株

式発行（2,000株）は、引受証券会社が引受価額

（253,000円）で買取引受を行い、当該引受価額とは異

なる発行価格（275,000円）で、一般投資家に販売する

「スプレッド方式」によっております。「スプレッド方

式」では、発行価格と引受価額との差額の総額44,000千

円が事実上の引受手数料であり、この差額は、引受価額

と同一の発行価格で一般投資家に販売する従来の方式で

あれば、新株発行費として処理されていたものでありま

す。 

 このため、従来の方式によった場合に比べ、資本金お

よび資本準備金の合計額と新株発行費がそれぞれ44,000

千円少なく計上され、また、経常利益および税金等調整

前当期純利益はそれぞれ同額多く計上されております。 

  

―――――――― （株式会社ゲームポット株式割当に伴う課税） 

  平成17年12月15日に実施した有償の資本準備金減少に

よるゲームポット株式の割当に伴い、税務上のみなし譲

渡益に伴う税金として、181,468千円が計上されておりま

す。 

―――――――― （外形標準課税） 

  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年2月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が23,090千円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が

23,090千円減少しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

（連結損益計算書関係） 

  

前連結会計年度
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（平成17年12月31日） 

―――――――― ※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります 

    投資有価証券（株式）     171,217千円 

※２ 当社の発行済株式総数は、 

普通株式 20,900株であります。 

※２ 当社の発行済株式総数は、 

普通株式 20,900株であります。 

※３ 当社が保有する自己株式の数は、 

普通株式 3,614株であります。 

―――――――― 

―――――――― ４ 受取手形割引高          4,445千円 

前連結会計年度
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主な費目と金額は次のと

おりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主な費目と金額は次のと

おりであります。 
  

  

  （単位:千円）

役員報酬 35,966 

給与手当 29,635 

支払手数料 40,798 

  （単位:千円）

役員報酬 75,167 

給与手当 66,068 

支払手数料 218,463 

連結調整勘定償却 15,217 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費 ※２ 一般管理費に含まれる研究開発費 
  
  26,981千円   14,051千円 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在） 
  
  （千円）

現金及び預金勘定 895,902  

有価証券勘定（ＭＭＦ） 20,015  

現金及び現金同等物 915,917  

  （千円）

現金及び預金勘定 5,802,269  

有価証券勘定（ＭＭＦ） 20,017  

現金及び現金同等物 5,822,287  

  ―――――――― ※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

    株式の取得により新たに株式会社エム・ヴィ・ピー

及び株式会社エアネットを連結子会社としたことに伴

う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得

価額と取得のための支出（純額）との関係は次のとお

りであります。 

    （千円） 

流動資産 230,251 

固定資産 101,237 

連結調整勘定 234,683 

流動負債 △80,697 

固定負債 △177,315 

少数株主持分 － 

新規連結子会社株式の取得価額 308,160 

新規連結子会社の現金及び 

現金同等物 

△69,635 

差引：新規連結子会社取得の 

ための支出 

238,524 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

―――――――― １．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 1年内 2,107 千円 

 1年超 702 千円 

  合計 2,809 千円 



（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  種類 

前連結会計年度
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
るもの 

(1）株式 － － － 458,209 707,160 248,950 

(2）債券       

① 国債・地方債
等 

－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 － － － 458,209 707,160 248,950 

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
ないもの 

(1）株式 － － － 1,529,349 1,381,949 △147,399 

(2）債券       

① 国債・地方債
等 

－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 － － － 1,529,349 1,381,949 △147,399 

合計 － － － 1,987,558 2,089,109 101,551 

区分 
前連結会計年度

（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

売却額 34,993 － 

売却益の合計額（千円） 21,965 － 

売却損の合計額（千円） － － 



３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  次へ 

  

前連結会計年度
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

 非上場株式 7,200 18,200 

 マネー・マネジメント・ファンド 20,015 20,017 

 その他 － 3,819 



（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引は行っていないため、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

該当事項はありません。 

  



（税効果会計関係） 

  

  

前連結会計年度
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 
  

  

繰延税金資産（流動）   

未払事業税 12,706 

未払費用否認 2,261 

計 14,968 

繰延税金資産（固定）   

ソフトウェア償却超過額 4,319 

営業権償却超過額 1,118 

その他 486 

計 5,924 

繰延税金資産小計 20,893 

評価性引当額 △60 

繰延税金資産合計 20,832 

    

    

    

                

    

    

                

繰延税金負債合計 － 

繰延税金資産の純額 20,832 

繰延税金資産（流動）   

未払事業税 35,489 

未払費用否認 4,771 

計 40,260 

繰延税金資産（固定）   

ソフトウェア償却超過額 13,489 

営業権償却超過額 712 

その他 2,883 

計 17,084 

繰延税金資産小計 57,345 

評価性引当額 △525 

繰延税金資産合計 56,819 

    

繰延税金負債（流動）   

 貸倒引当金調整額(債権債務の相

殺) 

△212 

              計 △212 

繰延税金負債（固定）   

 その他有価証券評価差額金 △41,321 

              計 △41,321 

 繰延税金負債合計 △41,533 

繰延税金資産の純額 15,285 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の因

となった主要な項目別の内訳 

（％） 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で

あるため注記を省略しております。 

法定実効税率 40.69 

 （調整）   

 子会社株式譲渡益 24.65 

 みなし譲渡益 △7.69 

 その他  1.12 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 

58.77 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年1月1日 至平成16年12月31日） 

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．事業区分の各区分に属する主要なサービスの名称 

サービスの種類、性質、業務形態の類似性により下記のサービスに区分しております。 

モバイルコンテンツ＆ソリューション事業・・・携帯電話端末を媒体としたコンテンツの提供及びコンテン

ツ提供システムの開発 

システムソリューション事業・・・モバイル関連以外のコンピュータシステムの開発から運用処理、システ

ム機器等の商品販売 

メディア事業・・・インターネット、携帯電話を媒体とした広告関連事業 

ネットワークゲーム事業・・・インターネット上でプレイできるゲーム及びコンテンツの提供 

 なお、当連結会計年度より、新規事業分野であるネットワークゲーム事業を加えた4区分としております。 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は45,285千円であり、その主なもの

は役員報酬、管理部門費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は965,092千円であり、その主なものは当社での

余資運用資金（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

  

  

モバイルコン
テンツ＆ソリ
ューション事
業 
（千円） 

システムソ
リューショ
ン事業 
（千円） 

メディア
事業 
（千円） 

ネットワー
クゲーム事
業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は
全社 
(千円) 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益   

売上高   

(1) 外部顧客に対する
売上高 

337,431 349,597 69,399 117,760 874,188 － 874,188

(2) セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

－ － － － － － －

計 337,431 349,597 69,399 117,760 874,188 － 874,188

営業費用 156,058 150,225 73,227 66,200 445,711 45,285 490,997

営業利益(又は営
業損失(△)) 

181,372 199,371 △3,828 51,560 428,476 (45,285) 383,191

Ⅱ．資産、減価償却費及
び資本的支出 

       

資産 125,890 36,711 8,717 143,970 315,289 965,092 1,280,382

減価償却費 13,741 3,511 348 6,990 24,590 2,831 27,422

資本的支出 21,384 6,161 － 33,887 61,433 2,614 64,048



当連結会計年度（自平成17年1月1日 至平成17年12月31日） 

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．事業区分の各区分に属する主要なサービスの名称 

サービスの種類、性質、業務形態の類似性により下記のサービスに区分しております。 

モバイルコンテンツ＆ソリューション事業・・・携帯電話端末を媒体としたコンテンツの提供及びコンテン

ツ提供システムの開発、コンテンツの提供 

システムソリューション事業・・・モバイル関連以外のコンピュータシステムの開発から運用処理、システ

ム機器等の商品販売 

メディア事業・・・インターネット、携帯電話を媒体とした広告関連事業 

オンラインゲーム事業・・・インターネット上でプレイできるゲーム及びコンテンツの提供 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は158,181千円であり、その主なもの

は管理部門費用、役員報酬であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,502,584千円であり、その主なものは当社で

の余資運用資金（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

５．当連結会計年度よりネットワークゲーム事業はオンラインゲーム事業に名称を変更しております。それに

伴い、事業区分を整理し、システムソリューション事業の一部をオンラインゲーム事業に変更しておりま

す。 

  なお、前連結会計年度のセグメント情報を当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分する

と次のようになります。 

  

  

モバイルコン
テンツ＆ソリ
ューション事
業 
（千円） 

システムソ
リューショ
ン事業 
（千円） 

メディア
事業 
（千円） 

オンライン
ゲーム事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は
全社 
(千円) 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益   

売上高   

(1) 外部顧客に対する
売上高 

458,873 424,319 68,809 1,123,331 2,075,334 － 2,075,334

(2) セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

－ 26,450 － － 26,450 (26,450) －

計 458,873 450,769 68,809 1,123,331 2,101,784 (26,450) 2,075,334

営業費用 377,729 219,759 74,758 647,260 1,319,508 158,181 1,477,689

営業利益(又は営
業損失(△)) 

81,144 231,010 △5,949 476,071 782,276 (184,631) 597,645

Ⅱ．資産、減価償却費及
び資本的支出 

       

資産 167,857 212,928 6,202 378,063 765,051 8,502,584 9,267,636

減価償却費 26,389 2,399 1,720 19,094 49,604 576 50,180

資本的支出 29,149 692 － 143,256 173,097 2,592 175,689



前連結会計年度（自平成16年1月1日 至平成16年12月31日） 

  

【所在地別セグメント情報】 

本邦以外の国又は地域に所在する在外支店及び連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  

  

モバイルコン
テンツ＆ソリ
ューション事
業 
（千円） 

システムソ
リューショ
ン事業 
（千円） 

メディア
事業 
（千円） 

オンライン
ゲーム事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は
全社 
(千円) 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益   

売上高   

(1) 外部顧客に対する
売上高 

337,431 307,823 69,399 159,534 874,188 － 874,188

(2) セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

－ － － － － － －

計 337,431 307,823 69,399 159,534 874,188 － 874,188

営業費用 156,058 119,254 73,227 97,171 445,711 45,285 490,997

営業利益(又は営
業損失(△)) 

181,372 188,569 △3,828 62,362 428,476 (45,285) 383,191

Ⅱ．資産、減価償却費及
び資本的支出 

       

資産 125,890 36,711 8,717 143,970 315,289 965,092 1,280,382

減価償却費 13,741 3,511 348 6,990 24,590 2,831 27,422

資本的支出 21,384 6,161 － 33,887 61,433 2,614 64,048



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年1月1日 至平成16年12月31日） 

（１）役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）連帯保証の取引金額は、本社地代家賃であります。なお、保証料の支払は行っておりません。 

  

当連結会計年度（自平成17年1月1日 至平成17年12月31日） 

（１）役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）連帯保証の取引金額は、本社地代家賃であります。なお、保証料の支払は行っておりません。 

  

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及
びその
近親者 

長嶋貴之 ― ― 
当社代
表取締
役会長 

（被所有）
直接 30.3 

― ―
当社家賃支払に
関する連帯保証 
（注）1 

20,987 ― ―

小林祐介 ― ― 
当社代
表取締
役社長 

（被所有）
直接 23.9 

― ―
当社家賃支払に
関する連帯保証
（注）1 

20,987 ― ―

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及
びその
近親者 

長嶋貴之 ― ― 
当社代
表取締
役会長 

（被所有）
直接 25.1 

― ―
当社家賃支払に
関する連帯保証 
（注）1 

20,987 ― ―

小林祐介 ― ― 
当社代
表取締
役社長 

（被所有）
直接 19.8 

― ―
当社家賃支払に
関する連帯保証
（注）1 

20,987 ― ―



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

  

前連結会計年度
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

  

１株当たり純資産額 57,472円79銭 

１株当たり当期純利益金額 13,494円14銭 

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額 

12,120円45銭 

１株当たり純資産額 390,367円 27銭 

１株当たり当期純利益金額 16,450円 21銭 

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額 

14,403円 70銭 

当社は、平成16年7月31日付で株式1株につき2株の株

式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前連結会計年度における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

―――――――― 

  

１株当たり純資産額 18,739円35銭 

１株当たり当期純利益金額 4,759円02銭 

―――――――― 

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

―――――――― 

  
前連結会計年度

（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 207,526 298,439 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 207,526 298,439 

期中平均株式数（株） 15,379 18,142 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益調整額（千円） － △11,690 

 （うち子会社の発行する潜在株式による
影響） 

－ （△11,690） 

 普通株式増加数（株） 1,743 1,766 

 （うち新株予約権） (1,743) (1,766) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

―― ―― 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

平成17年2月17日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、サイバー・ゼロ株式会社との間において、資本お

よび業務提携に関する基本契約書を締結いたしまし

た。概要は以下の通りです。 

平成18年3月9日開催の当社取締役会において、株式

の分割に関し、下記のとおり決議しております。 

１．平成18年４月１日付をもって普通株式1株につ

き3株に分割します。 

１．サイバー・ゼロ株式会社の概要について (1）分割により増加する株式数 

平成18年3月31日最終の発行済株式総数に2を

乗じた株式数といたします。 

(1)商号 サイバー・ゼロ株式会社 

(2)所在地 東京都中央区入船2-9-5 栗原ビル4F 

(3)代表者 代表取締役 鹿児島 浩志 (2）分割方法 

平成18年3月31日最終の株主名簿及び実質株

主名簿に記載または記録された株主の所有株

式数を1株につき3株の割合を持って分割しま

す。 

(4)設立年月日 平成3年3月 

(5)主な事業の内容 Webサイト企画・構築・コンサ

ルティングシステム開発・導入・運用・管理・コ

ンサルティング 

(6)決算期 3月31日   

(7)従業員数 12名（平成17年１月31日現在役員含） ２．配当起算日 

(8)発行済株式総数 普通株式700株   平成18年1月1日 

(9)資本の額 35,000千円（平成17年１月31日現在）   

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前連結会計年度における1株当たり情報及び当期首に行

われたと仮定した場合の当連結会計年度における1株当

たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

(10)売上高 170,527千円（平成16年3月期実績） 

(11)営業利益 17,155千円（平成16年3月期実績） 

(12)経常利益 14,670千円（平成16年3月期実績） 

(13)当期純利益 14,424千円（平成16年3月期実績） 

    

前連結会計年度 当連結会計年度 

1株当たり純資産額 1株当たり純資産額 

19,157.59円 130,122.42円 

1株当たり当期純利益

金額 

1株当たり当期純利益

金額 

4,498.04円 5,483.40円 

潜在株式調整後1株 

当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後1株 

当たり当期純利益金額 

4,040.15円 4,801.23円 

２．株式の取得の概要について 

(1)取得の内容  大株主である元取締役より発行済

株式総数314株（44.9％）を取得します。 

(2)取得年月日 平成17年2月28日株券譲受け 

(3)株式譲受金額 19,270千円 

なお、株式の取得はすべて現金にて行い、かつ取得

に必要な現金は当社現預金によって行います。 

３．株式の取得の目的と今後の展開について 

サイバー・ゼロ株式会社は、Web制作及びアプリケー

ション開発を中心とした展開を図り、また、自社開発

のWebコンテンツ管理システム（CMS：コンテンツ・マ

ネージメント・システム＝HTMLなどのWeb制作に関する

知識がなくとも、Web制作ができ、Webサイト自体をデ

ータベースに蓄積することで、運用・管理・サイトリ

ニューアルに有効なシステム）によるサイト構築を推

進しております。 

当社グループの事業の一つである「システムソリュ

ーション事業」において、サイバー・ゼロ社と資本及

び業務提携を行うことにより、開発ラインの強化及び

更なる顧客基盤の強化を図ってまいりたいと考えてお

ります。 

また、当社グループの開発運営ノウハウや携帯関連

の開発ノウハウをサイバー・ゼロ社に提供することに

よって、新たな共同事業企画の立案やサイバー・ゼロ

社自体の経営支援も可能と考えております。 

  



  

  

前連結会計年度
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

４．取得の前後における当社の所有に係るサイバー・

ゼロ社の議決権の数及び議決権の総数に対する割

合 

  

  
  （取得後） （取得前）   

(1) 当社所有議決権数 0個 314個  

（当社所有株式数 0株 314株）

(2) 議決権の総数 700個 700個  

（発行済株式総数 700株 700株）

(3）議決権の総数に対する割合 0% 44.9%  

（発行済株式数に対する割合 0% 44.9%）



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

（注）１．（ ）内書は1年以内の償還予定額であります。 

   ２．連結決算日後5年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

  

【借入金等明細表】 

（注）長期借入金（1年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後5年間の返済予定額は以下のとおりでありま

す。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

利率
（％）

担保 償還期限

㈱エム・ヴィ・ピー 第1回無担保社債 平成17年3月31日 －
72,000
(16,000) 

1.9 なし 平成22年3月31日

計 － － －
72,000
(16,000) 

－ － －

1年以内 

（千円） 

1年超2年以内 

（千円） 

2年超3年以内 

（千円） 

3年超4年以内 

（千円） 

4年超5年以内 

（千円） 

16,000 16,000 16,000 16,000 8,000 

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

長期借入金（１年以内に返済予定の
ものを除く。） 

－ 45,835 2.125 平成24年5月31日 

計 － 45,835 － － 

  1年超2年以内 

（千円） 

2年超3年以内 

（千円） 

3年超4年以内 

（千円） 

4年超5年以内 

（千円） 

長期借入金 7,140 7,140 7,140 7,140 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  

    
前事業年度

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  824,261 5,195,627  

２．売掛金 ※１ 118,629 195,889  

３．有価証券  20,015 20,017  

４．仕掛品  2,232 2,641  

５．前払費用  2,100 9,448  

６．繰延税金資産  10,070 27,277  

７．その他  10,842 2,718  

貸倒引当金  △2,653 △3,414  

流動資産合計  985,499 91.5 5,450,206 67.1 

Ⅱ 固定資産    

(1)有形固定資産    

１．建物  1,181 1,181   

減価償却累計額  565 615 883 298  

２．工具器具備品  49,718 52,733   

減価償却累計額  30,069 19,648 37,951 14,782  

有形固定資産合計  20,264 1.9 15,081 0.2 

(2）無形固定資産    

１．ソフトウェア  26,421 19,438  

２．その他  548 548  

無形固定資産合計  26,970 2.5 19,986 0.2 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券  7,200 2,111,129  

２．関係会社株式  21,130 511,901  

３．出資金  10 10  

４．敷金  10,667 13,193  

５．長期未収入金  2,518 2,518  

６．繰延税金資産  4,730 －  

貸倒引当金  △2,518 △2,518  

投資その他の資産合計  43,738 4.1 2,636,234 32.5 

固定資産合計  90,972 8.5 2,671,302 32.9 

資産合計  1,076,471 100.0 8,121,509 100.0 

     



  

  

    
前事業年度

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  16,203 21,883  

２．未払費用  34,420 34,093  

３．未払法人税等  94,231 236,673  

４．前受金  － 3,570  

５．預り金  4,038 2,745  

６．未払消費税等  10,546 7,359  

流動負債合計  159,440 14.8 306,325 3.8 

Ⅱ 固定負債    

１．繰延税金負債  － 31,671  

固定負債合計  － － 31,671 0.4 

負債合計  159,440 14.8 337,996 4.2 

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２ 218,250 20.3 218,250 2.7 

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  433,137 428,463   

２．その他資本剰余金    

（１）資本準備金減少 
差益 

 169,000 169,000   

（２）自己株式処分差益  － 6,837,646   

資本剰余金合計  602,137 56.0 7,435,109 91.5 

Ⅲ 利益剰余金    

１．当期未処分利益  172,537 69,922   

利益剰余金合計  172,537 16.0 69,922 0.9 

Ⅳ その他有価証券等評価 
差額金 

※４ － － 60,230 0.7 

Ⅴ 自己株式 ※３ △75,894 △7.1 － － 

資本合計  917,031 85.2 7,783,512 95.8 

負債及び資本合計  1,076,471 100.0 8,121,509 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   609,935 100.0 715,582 100.0

Ⅱ 売上原価    

１．当期製品製造原価   207,312 278,135  

２．当期商品仕入高   － 54,353  

３．ソフトウェア償却費   10,308 217,621 35.7 21,654 354,143 49.5

売上総利益   392,314 64.3 361,438 50.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．役員報酬   35,966 41,871  

２．給与手当   28,154 38,049  

３．法定福利費   8,132 8,061  

４．賃借料   6,983 6,673  

５．支払手数料   16,717 61,545  

６．研究開発費 ※２ 26,981 14,051  

７．租税公課   － 20,645  

８．その他   21,294 144,230 23.6 20,416 211,315 29.5

営業利益   248,083 40.7 150,123 21.0

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息 ※１ 329 77  

２．為替差益   － 14,685  

３．雑収入   425 754 0.1 47 14,810 2.1

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息割引料   － 37  

２．公開関連費用   24,700 －  

３．新株発行費   7,246 －  

４．雑損失   88 32,034 5.3 0 37 0.0

経常利益   216,803 35.5 164,896 23.0

Ⅵ 特別利益    

１．投資有価証券売却益   21,965 21,965 3.6 － － －

Ⅶ 特別損失    

１．子会社清算損   204 204 0.0 － － －

税引前当期純利益   238,564 39.1 164,896 23.0

法人税、住民税及び事業税   115,096 272,351  

法人税等調整額   △7,495 107,601 17.6 △22,125 250,226 35.0

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

  130,962 21.5 △85,329 △11.9

前期繰越利益   41,574 155,251 21.7

当期未処分利益   172,537 69,922 9.8



製造原価明細書 

  

  

※１．主な内訳は次のとおりであります。 

  

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  

  

    
前事業年度

（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費  110,860 43.4 143,336 46.7

Ⅱ 製造経費 ※１ 144,869 56.6 163,555 53.3

当期総製造費用   255,729 100.0 306,892 100.0 

期首仕掛品たな卸高   1,906  2,232  

他勘定受入高   9,609  12,217  

合計  267,245 321,342 

期末仕掛品たな卸高  2,232 2,641 

他勘定振替高 ※２ 57,700 40,565 

当期製品製造原価  207,312 278,135 

    原価計算の方法 原価計算の方法 

  

  
  

原価計算の方法は、個別原価計算で

あります。 

同左 

項目 前事業年度
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

回線費用（千円） 46,878 60,595 

外注加工費（千円） 16,736 29,674 

賃借料（千円） 15,484 16,362 

項目 前事業年度
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

研究開発費（千円） 26,981 14,017 

ソフトウェア（千円） 30,718 26,548 



③【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

    
前事業年度

（株主総会承認日 
平成17年3月30日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年3月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益    172,537 69,922

Ⅱ 利益処分額    

 １．配当金   17,286 17,286 20,900 20,900

Ⅲ 次期繰越利益    155,251 49,022

     



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社及び関連会社株式 (1) 子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用して

おります。 

同左 

  (2) その他有価証券 (2) その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。 

同左 

  

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用して

おります。 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 仕掛品 (1) 仕掛品 

個別法による原価法を採用しており

ます。 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 

定率法によっております。 同左 

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

会社所定の合理的耐用年数に基づく

定額法によっております。但し、サ

ービス提供目的のソフトウェアにつ

いては、見込収益獲得可能期間に基

づく定額法によっております。 

同左 

４．繰延資産の処理方法 (1)新株発行費 (1)新株発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

同左 

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

  

同左 

  



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

―――――――― （損益計算書） 

   前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含めて

表示しておりました「租税公課」は販売費及び一般管理

費の総額の100分の5を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前期における「租税公課」の金額は1,991千円

であります。 

前事業年度 
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

（スプレッド方式による新株発行） ―――――――― 

 平成16年12月14日に実施した有償一般募集による新株

式発行（2,000株）は、引受証券会社が引受価額

（253,000円）で買取引受を行い、当該引受価額とは異

なる発行価格（275,000円）で、一般投資家に販売する

「スプレッド方式」によっております。「スプレッド方

式」では、発行価格と引受価額との差額の総額44,000千

円が事実上の引受手数料であり、この差額は、引受価額

と同一の発行価格で一般投資家に販売する従来の方式で

あれば、新株発行費として処理されていたものでありま

す。 

 このため、従来の方式によった場合に比べ、資本金お

よび資本準備金の合計額と新株発行費がそれぞれ44,000

千円少なく計上され、また、経常利益および税引前当期

純利益はそれぞれ同額多く計上されております。 

  

  

―――――――― （株式会社ゲームポット株式割当に伴う課税） 

   平成17年12月15日に実施した有償の資本準備金減少に

よるゲームポット株式の割当に伴い、税務上のみなし譲

渡益に伴う税金として、181,468千円が計上されており

ます。 

―――――――― （外形標準課税） 

   「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年2月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が20,123千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が20,123

千円減少しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

（損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度
（平成17年12月31日） 

※１ 関係会社に対する資産及び負債 ※１ 関係会社に対する資産及び負債 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲載され

たもののほか次のものがあります。 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲載され

たもののほか次のものがあります。 
  

売掛金 41,473千円 売掛金 41,245千円

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 ※２ 授権株式数及び発行済株式総数 
  

授権株式数 普通株式 37,800株

発行済株式総数 普通株式 20,900株

授権株式数 普通株式 37,800株

発行済株式総数 普通株式 20,900株

※３ 自己株式 ―――――――― 

当社が保有する自己株式の数は普通株式3,614株

であります。 

  

―――――――― ※４ 配当制限 

  商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は60,230千

円であります。 

前事業年度 
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 関係会社との取引 ―――――――― 
  

受取利息 322千円    

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費 ※２ 一般管理費に含まれる研究開発費 
  

  26,981千円   14,051千円



（リース取引関係） 

 リース取引は行っていないため、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（有価証券関係） 

 前事業年度（平成16年12月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

 当事業年度（平成17年12月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

  

  次へ 

  
貸借対照表計上額 

(千円) 
時価
(千円) 

差額 
(千円) 

子会社株式 8,239 35,049,489 35,041,250



（税効果会計関係） 

  

前事業年度 
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 
  
繰延税金資産（流動）   

未払事業税 7,808 

未払費用否認 2,261 

計 10,070 

繰延税金資産（固定）   

ソフトウェア償却超過額 3,124 

営業権償却超過額 1,118 

その他 486 

計 4,730 

繰延税金資産合計 14,801 

    

繰延税金負債（固定）   

評価差額金 － 

繰延税金負債合計 － 

繰延税金資産（負債）の純額 14,801 

繰延税金資産（流動）   

未払事業税 22,505 

未払費用否認 4,771 

計 27,277 

繰延税金資産（固定）   

ソフトウェア償却超過額 8,461 

営業権償却超過額 712 

その他 476 

計 9,649 

繰延税金資産合計 36,927 

    

繰延税金負債（固定）   

 評価差額金 △41,321 

繰延税金負債合計 △41,321 

繰延税金資産（負債）の純額 △4,394 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 
  

法定実効税率 42.05 ％ 

（調整）     

住民税均等割 0.12 ％ 

留保金課税 2.28 ％ 

税率変更による期末繰延税金資

産の減額修正 

0.14 ％ 

その他 0.51 ％ 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 

45.10 ％ 
  

法定実効税率 40.69 ％ 

（調整）     

住民税均等割 0.18 ％ 

ゲームポット株式割当に伴う 

みなし譲渡益 

110.05 ％ 

その他 0.83 ％ 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 

151.75 ％ 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度 
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

  

１株当たり純資産額 53,050円52銭 

１株当たり当期純利益金額 8,515円70銭 

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額 

7,648円81銭 

１株当たり純資産額 372,416円84銭 

１株当たり当期純損失金額 4,703円42銭 

  

  

  

  

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの1株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

当社は、平成16年7月31日付で株式1株につき2株の株

式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

  

  

１株当たり純資産額 18,745円97銭 

１株当たり当期純利益金額 3,699円06銭 

  

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益について

は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  

  
前事業年度

（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当

期純損失金額 
  

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 130,962 △85,329 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） － － 

普通株式に係る当期純利益 

又は当期純損失（△）（千円） 
130,962 △85,329 

期中平均株式数（株） 15,379 18,142 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益調整額（千円） － － 

 普通株式増加数（株） 1,743 － 

 （うち新株予約権） (1,743) － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

―― ―― 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

 平成17年2月17日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、サイバー・ゼロ株式会社との間において、資本およ

び業務提携に関する基本契約書を締結いたしました。概

要は以下の通りです。 

１．サイバー・ゼロ株式会社の概要について 

(1）商号 サイバー・ゼロ株式会社 

(2）所在地 東京都中央区入船2-9-5 栗原ビル4F 

(3）代表者 代表取締役 鹿児島 浩志 

(4）設立年月日 1991年3月 

(5）主な事業の内容 Webサイト企画・構築・コンサ

ルティングシステム開発・導入・運用・管理・コ

ンサルティング 

(6）決算期 3月31日 

(7）従業員数 12名（平成17年１月31日現在役員含） 

(8）発行済株式総数 普通株式700株 

(9）資本の額 35,000千円（平成17年１月31日現在） 

(10）売上高 170,527千円（平成16年3月期実績） 

(11）営業利益 17,155千円（平成16年3月期実績） 

(12）経常利益 14,670千円（平成16年3月期実績） 

(13）当期純利益 14,424千円（平成16年3月期実績） 

  

２．株式の取得の概要について 

(1）取得の内容  大株主である元取締役より発行済

株式総数314株（44.9％）を取得します 

(2）取得年月日 平成17年2月28日株券譲受け 

(3）株式譲受金額 19,270千円 

なお、株式の取得はすべて現金にて行い、かつ取得に

必要な現金は当社現預金によって行います。 

  

３．株式の取得の目的と今後の展開について 

 サイバー・ゼロ株式会社は、Web制作及びアプリケ

ーション開発を中心とした展開を図り、また、自社開

発のWebコンテンツ管理システム（CMS：コンテンツ・

マネージメント・システム＝HTMLなどのWeb制作に関

する知識がなくとも、Web制作ができ、Webサイト自体

をデータベースに蓄積することで、運用・管理・サイ

トリニューアルに有効なシステム）によるサイト構築

を推進しております。 

 弊社グループの事業の一つである「システムソリュ

ーション事業」において、サイバー・ゼロ社と資本及

び業務提携を行うことにより、開発ラインの強化及び

更なる顧客基盤の強化を図ってまいりたいと考えてお

ります。 

 また、弊社グループの開発運営ノウハウや携帯関連

の開発ノウハウをサイバー・ゼロ社に提供することに

よって、新たな共同事業企画の立案やサイバー・ゼロ

社自体の経営支援も可能と考えております。 

 平成18年3月9日開催の当社取締役会において、株式の

分割に関し、下記のとおり決議しております。 

１．平成18年４月１日付をもって普通株式1株につき3

株に分割します。 

(1）分割により増加する株式数 

平成18年3月31日最終の発行済株式総数に2を乗

じた株式数といたします。 

(2）分割方法 

平成18年3月31日最終の株主名簿及び実質株主

名簿に記載または記録された株主の所有株式数

を1株につき3株の割合を持って分割します。 

２．配当起算日 

平成18年1月1日 

  

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における1株当たり情報及び当期首に

行われたと仮定した場合の当事業年度における1株

当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

  

前事業年度 当事業年度 

1株当たり純資産額 1株当たり純資産額 

17,683.50円 124,138.94円 

1株当たり当期純利益金

額 

1株当たり当期純損失金

額 

2,838.56円 1,567.80円 

潜在株式調整後1株 

当たり当期純利益金額 

2,549.60円 

なお、潜在株式調整後1

株当たり当期純利益金額

については、潜在株式は

存在するものの1株当た

り当期純損失であるため

記載しておりません。 



  

  

前事業年度 
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

４．取得の前後における当社の所有に係るサイバー・ゼ

ロ社の議決権の数及び議決権の総数に対する割合 

  

  
  
  （取得後） （取得前）   

(1）当社所有議決権数 0個 314個  

（当社所有株式数 0株 314株）

(2）議決権の総数 700個 700個  

（発行済株式総数 700株 700株）

(3）議決権の総数に対する割合 0% 44.9%  

（発行済株式数に対する割合 0% 44.9%）

  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【その他】 

  

  

  

    銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資 
有価証券 

その他 
有価証券 

THE9 LIMITED 765,500 1,381,949 

豊商事株式会社 426,000 707,160 

ネットエイジア株式会社 36 9,000 

株式会社ユニークメディア 280 4,200 

株式会社ピースマインド 40 3,000 

株式会社アコード 40 2,000 

計 1,191,896 2,107,309 

  
  
  

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額 
（千円） 

有価証券 
その他 
有価証 

マネー・マネジメント・ファンド 20,017,558 20,017 

投資 
有価証券 

その他 
有価証券 

AERIA-ZENSHIN MOBILE/INTERNET FUND 
I,L.P 

－ 2,255 

その他（2銘柄） － 1,563 

計 － 23,837 



【有形固定資産等明細表】 

（注）有形固定資産、無形固定資産の金額が資産の総額の1％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

  

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 

（千円） 

有形固定資産   

建物 － － － 1,181 883 317 298

工具器具備品 － － － 52,733 37,951 7,881 14,782

有形固定資産計 － － － 54,417 38,834 8,198 15,081

無形固定資産   

ソフトウェア － － － 53,375 33,937 21,814 19,438

その他 － － － 548 － － 548

無形固定資産計 － － － 53,923 33,937 21,814 19,986

長期前払費用 － － － － － － －

繰延資産   

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －



【資本金等明細表】 

 （注）１．株式払込剰余金の減少は、平成17年10月14日開催の臨時株主総会の決議に基づき、資本準備金を取り崩し、子会社

ゲームポット社の株式を割り当てたものであります。 

２．自己株式処分差益の増加は、平成17年7月22日及び平成17年11月10日に行った自己株式の売却によるものでありま

す。 

  

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 218,250 － － 218,250 

資本金の
うち既発
行株式 

普通株式 （株） (20,900株) － － (20,900株) 

普通株式 （千円） 218,250 － － 218,250 

計 （株） (20,900株) － － (20,900株) 

計 （千円） 218,250 － － 218,250 

資本準備
金及びそ
の他資本
剰余金 

（資本準備金）     

株式払込剰余金 
（注）１． 

（千円） 433,137 － 4,674 428,463 

（その他資本剰余金）     

資本準備金減少差益 （千円） 169,000 － － 169,000 

自己株式処分差益 
（注）２． 

（千円） － 6,837,646 － 6,837,646 

計 （千円） 602,137 － － 7,435,109 

利益準備
金及び任
意積立金 

（利益準備金） （千円） － － － － 

（任意積立金） （千円） － － － － 

計 
（千円） 

－ － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 5,171 3,414 866 1,787 5,932



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１） 現金及び預金 

  

２） 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額（千円）

現金 271 

預金 

普通預金 5,195,355 

合計 5,195,627 

相手先 金額（千円）

有限会社ボルケーノ 29,925 

ジュピターイメージ株式会社 21,367 

株式会社トランスコスモス 20,657 

株式会社ゲームポット 17,855 

株式会社ピースマインド 13,807 

その他 92,276 

合計 195,889 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

118,629 751,361 674,101 195,889 77.5 76.4



３） 仕掛品 

  

４） 関係会社株式 

  

② 負債の部 

  

１） 買掛金 

  

２） 未払法人税等 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

品目 金額（千円）

「学びオンライン」DM申込機能構築 1,773 

トイザらスＥＣモバイルサイト追加開発 507 

トイザらスＥＣモバイルサイト直送品対応 284 

その他 76 

合計 2,641 

品目 金額（千円）

株式会社エアネット 182,160 

株式会社エム・ヴィ・ピー 126,000 

その他 203,741 

合計 511,901 

相手先 金額（千円）

メディアエクスチェンジ株式会社 19,945 

トランスコスモス株式会社 548 

オープンアソシエイツ株式会社 395 

その他 993 

合計 21,883 

区分 金額（千円）

未払法人税 149,379 

未払住民税 31,985 

未払事業税 55,309 

合計 236,673 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

（注） 当社は、端株が生じた場合、商法第220条ノ2第1項に規定する端株原簿を作成いたします。なお、現在端株は生じておりませ

ん。 

  

決算期  12 月 31 日

定時株主総会  3 月 中 

基準日  12 月 31 日

株券の種類 1株券、10株券、100株券

中間配当基準日  6月30日 

１単元の株式数 ――――――――――――――

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番３３号
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番３３号
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞

株主に対する特典 該当する制度はありません。



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

  

 当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第３期）（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日）平成17年３月31日関東財務局長に提出。 

(2）半期報告書 

 （第４期中）（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月27日関東財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

平成17年８月５日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成17年10月18日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び同条第２項第１号（海外での株式売出し）の規定に基づく臨時報

告書であります。 

平成17年10月18日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び同条第２項第１号（海外での株式売出し）の規定に基づく臨時報

告書であります。 

平成17年10月18日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び同条第２項第１号（海外での新株発行）の規定に基づく臨時報告

書であります。 

平成17年11月17日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

(4）訂正報告書 

平成17年10月21日関東財務局長に提出 

平成17年10月18日提出の臨時報告書（海外での株式売出し）に係る訂正報告書であります。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年３月３０日

株 式 会 社 ア エ リ ア 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アエリアの

平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アエリ

ア及び連結子会社の平成１６年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 小 林 伸 行 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 村 山 憲 二 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年３月３０日

株 式 会 社 ア エ リ ア 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アエリアの

平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アエリ

ア及び連結子会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 セグメント情報に記載のとおり、会社は当連結会計年度よりネットワークゲーム事業はオンラインゲーム事業に名称を変更してお

り、それに伴い、事業区分を整理し、システムソリューション事業の一部をオンラインゲーム事業に変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 伸 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 村 山 憲 二 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年３月３０日

株 式 会 社 ア エ リ ア 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アエリアの

平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの第３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アエリアの

平成１６年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 小 林 伸 行 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 村 山 憲 二 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年３月３０日

株 式 会 社 ア エ リ ア 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アエリアの

平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アエリアの

平成１７年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 伸 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 村 山 憲 二 
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